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「笑顔あふれる しまね暮らし」宣言 
 

 

 

島根には、自然と歴史の中で営んできた、人々の豊かな暮らしがあります。 

 

近所では、子どもたちが元気に走り回り、 

若者は恋愛をし、趣味を楽しみ、地域活動にも参加する。 

家族を思い、やりがいのある仕事に就き、 

高齢になっても、元気で生きがいを感じている。  

皆で囲む食卓は笑い声に包まれ、穏やかで心地よい時間が流れる。 

 

そんなごく普通の暮らしです。 

 

地域の助け合いや絆が残る古き良き人間関係が、郷土愛と誇りを育み、 

人々の多様な関わりを通して生まれる新しい試みが、未来への希望を高め、 

暮らしをより豊かなものにしていきます。 

 

この人間らしい、温もりのある暮らしを、ここで営み続けたい。 

未来の子どもたちへ、大切に贈り届けたい。 

日本中の多くの人へ、島根にしかない暮らしを知ってもらいたい。 

 

「島根創生」を進めるにあたり、改めて 

「笑顔あふれる しまね暮らし」を守り、育て、未来へつなげていくことを、 

ここに宣言します。 

 

令和〇年（20**年）〇月 
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はじめに 

１ 島根を取り巻く情勢 
 

人口 

島根県は、全国の他の地域よりも早くから人口減少・少子高齢化という課題に直面し、

長年この課題に向き合ってきました。 

このまま人口が減り続けると、次第に地域から活気が失われ、買い物などの日常生活に

も支障が生じます。また、そうした状況が更なる人口流出につながりかねません。 

これからも島根の暮らしを守り、次の世代に引き継ぐために、人口減少に歯止めをかけ

る必要があります。 

 

経済 

令和元年（2019年）末からの新型コロナウイルス感染症の拡大の長期化は、個人消費や

生産活動の停滞をもたらしました。また、令和４年（2022年）２月のロシアによるウクラ

イナ侵攻を機に始まったエネルギー価格・物価高騰は、その後の急速な円安により一段と

進み、県内経済を取り巻く環境は依然として厳しい状況となっています。 

この急激な物価高騰に賃金の上昇が追い付かないため、全国的に実質賃金が減少して

いることに加え、好業績を上げている大企業の多い大都市と、コスト上昇分の価格転嫁が

十分にできない中小企業の多い地方とでは、実質賃金の格差が拡大しています。 

また、有効求人倍率が全国を上回る水準で高止まりしている中、東京一極集中はコロナ

禍を経て再加速しており、県内企業等では人手不足が深刻な課題となっています。 

若者にとって魅力のある雇用の場を確保していくには、生産性の向上や競争力の強化

などにより県内産業の振興を図るとともに、東京一極集中の是正など、日本社会、日本経

済全体の課題の解決も必要となっています。 
 

生活 

人々が安心して暮らすためには、医療や教育などのサービス、道路や交通手段などの社

会インフラが不可欠です。 

しかし、人口減少が続く島根においては、利用者の減少や施設の老朽化などにより、そ

うした生活基盤の維持さえ危うくなっています。 

子どもから高齢者まで、県民の誰もが住み慣れた地域で幸せに暮らし続けられるような

生活環境を確保する必要があります。 

 

社会状況の変化への対応 

島根県では令和２年（2020年）３月に「島根創生計画」（計画期間：令和２年度（2020

年度）～令和６年度（2024年度））を策定し、人口減少対策、地方創生などの島根創生の

取組を進めてきました。それぞれの取組については着実に成果を上げ、前進しています

が、多くの課題が残されています。 

グローバル経済の下では、人やモノ、資本が国境を越えて移動し、地球的な規模でその

連鎖が生じます。また、コロナ禍を経てデジタル技術を活用した働き方が広がるなど、

人々の生活様式や企業行動に変化が生じています。こうした状況の変化に適切に対応し

ながら、取組を進めていく必要があります。  
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２ 島根が目指す将来像 

 

オール島根で島根創生を進めるうえでの理想を共有するため、島根の目指す将来像を

次のように描きます。 

 

人口減少に打ち勝ち、笑顔で暮らせる島根 

 
若者が増え、次代を担う子どもたちが増えることで活気にあふれ、 

県民一人ひとりが愛着と誇りを持って幸せに暮らし続けられる島根 

 

 

この将来像は、次のような姿を目指すものです。 

 

人口減少に打ち勝ち 

当面の間、人口減少は続くものの、産業の活性化により所得が向上し、魅力的な仕事が

増えることで、島根に残る若者、戻る若者、移ってくる若者が増える。 

また、働きやすく子育てしやすい環境により、若者たちが結婚しよう、子どもを育てよ

うという希望を持ちやすくなり、またその希望をかなえることができる。 

そうして、若者と子どもが増えることで、人口減少に歯止めがかかり、まちには活気が

あふれている。 

 

笑顔で暮らせる島根 

中山間地域・離島においても必要な産業や生活機能が維持されており、都市部とも補

完し合いながら、誰もが住み慣れた場所で住み続けることができる。 

また、医療や教育などのサービス、道路や交通手段などの社会インフラが確保されてお

り、子どもから高齢者まで、安心して暮らせる環境がある。 

そうして、誰もが自分らしい人生を送ることができ、島根に生まれてよかった、島根に

住んでよかった、と思いながら、笑顔で暮らしている。 

 

 

「県民一人ひとりが愛着と誇りを持って笑顔で暮らせる『島根の暮らし』を守り、その

暮らしを次の世代に引き継いでいく」という県民の皆様の思い、願いを実現するという基

本的な考え方は変わっていないため、第２期計画においても、目指す将来像を上記のとお

り描きます。 
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３ 計画の概要 

⑴ 計画の性格 
島根創生計画は、今後の施策運営の総合的・基本的な指針として、県の最上位の行政計画

となるものです。 

島根県の目指すべき将来の姿を明らかにするとともに、今後５か年（令和７年度（2025 年

度）～令和 11 年度（2029 年度））の目標や施策の基本的方向を示しています。 

 

また、「第１編 人口減少に打ち勝つための総合戦略」は、別途策定する「総合戦略アク

ションプラン」及び「島根県ＩＣＴ総合戦略」を含め、まち・ひと・しごと創生法第９条に

基づく地方版総合戦略として位置づけられるものです。 

 

 

 

 

 

 

 

⑵ 計画の構成 
目指す将来像を実現するために県が実施する対策の３つの柱、８つの基本目標 

 
 

 

 

 

 

 
 
 

 

 
 

 

 
 

目指す将来像を実現するために国に求める対策 

 

 

 

 
 

県が実施する対策は、３つの柱、８つの基本目標で構成し、基本目標ごとに政策・施策

を設けて、取組を進めていきます。 

また、合計特殊出生率を引き上げ、かつ、人口の社会減を減らすために、一地方では解

決できない日本社会、日本経済全体の課題について、国に対策を求めていくこととし、目

指す将来像を実現するために欠かせないものとして、この内容を計画に盛り込みます。 

地方版総合戦略 

Ⅰ 
結婚・出産・子育て 

の希望をかなえる 
Ⅱ 

地域を守り、のばす Ⅲ 

活力ある産業を 

つくる 

島根を創る人を 

ふやす 
Ⅳ 

健やかな暮らしを 

支える 
Ⅴ 

心豊かな 

社会をつくる 
Ⅵ 

暮らしの基盤を 

支える 
Ⅶ 

安全安心な 

暮らしを守る 
Ⅷ 

Ａ Ｂ 合計特殊出生率を 

引き上げるために 

人口の社会減を 

減らすために 

第１編 

人口減少に打ち勝つための総合戦略 

第２編 
生活を支えるサービス

の充実 

第３編 
安全安心な県土づくり 
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４ 計画の体系 

 

  

下線部は「政策」「施策」の

新規・変更箇所 

県が実施する対策
柱 政　　策 施　　策

１　魅力ある農林水産業づくり ⑴ 農業の振興

⑵ 林業の振興

⑶ 水産業の振興
２　力強い地域産業づくり ⑴ ものづくり・ＩＴ産業の振興

⑵ 観光の振興

⑶ 地域資源を活かした産業の振興

⑷ 成長を支える経営基盤づくり

⑸ 産業の高度化の推進
３　人材の確保・育成 ⑴ 多様な就業の支援

⑵ 働きやすい職場づくりと人材育成
結婚・出産・子育て １　結婚・出産・子育てへの支援 ⑴ 結婚への支援
の希望をかなえる ⑵ 妊娠・出産・子育てへの支援

⑴ 小さな拠点づくり

⑵ 持続可能な農山漁村の確立

⑴ 牽引力のある都市部の発展

⑵ 世界に誇る地域資源の活用
３　地域の経済的自立の促進 ⑴ 稼げるまちづくり

⑵ 地域内経済の好循環の創出
４　地域振興を支えるインフラの整備 ⑴ 高速道路等の整備促進

⑵ 空港・港湾の機能強化と利用促進

⑶  産業インフラの整備促進

⑷ ＩＣＴ・デジタル化の推進

５　地域の生活基盤を支える人材の確保 ⑴ 地域生活交通を担う人材の確保

⑵ 医療・介護・福祉サービスを担う人材の確保

⑶ 道路等のインフラの整備や維持管理を担う人材の確保

１　島根を愛する人づくり ⑴ 学校と地域の協働による人づくり

⑵ 地域で活躍する人づくり

⑶ 地域を担う人づくり

⑷ 島根かみあり国スポ・全スポに向けた人づくり

２　新しい人の流れづくり ⑴ しまねの「暮らし」や「魅力」の情報発信

⑵ 若者の県内就職の促進

⑶ Ｕターン・Ｉターンの促進

⑷ 関係人口の拡大

３　女性活躍の推進 ⑴ あらゆる分野での活躍推進

⑵ 安心して家庭や仕事に取り組むことができる環境づくり

１　保健・医療・介護の充実 ⑴ 健康づくりの推進

⑵ 医療の確保

⑶ 介護の充実

２　地域共生社会の実現 ⑴ 地域福祉の推進

⑵ 高齢者の活躍推進

⑶ 障がい者の自立支援

⑷ 子育て福祉の充実

⑸ 生活援護の確保

１　教育の充実 ⑴ 発達の段階に応じた教育の振興

⑵ 学びに向かう力と人間性を高める教育の推進

⑶ 学びを支える教育環境の整備

⑷ 青少年の健全な育成の推進

⑸ 高等教育の推進

⑹ 社会教育の推進

２　スポーツ・文化芸術の振興 ⑴ スポーツの振興

⑵ 文化芸術の振興

⑴ 人権施策の推進

⑵ 男女共同参画の推進

⑶ 国際交流と多文化共生の推進

４　自然、歴史・文化の保全と活用 ⑴ 豊かな自然環境の保全と活用

⑵ 文化財の保存・継承と活用

１　生活基盤の確保 ⑴ 道路網の整備と維持管理

⑵ 地域生活交通の確保

⑶ 上下水道の整備と維持管理

⑷ 竹島の領土権確立

２　生活環境の保全 ⑴ 快適な居住環境づくり

⑵ 環境の保全と活用

１　防災対策の推進 ⑴ 災害に強い県土づくり

⑵ 危機管理体制の充実・強化

⑶ 防災・減災対策の推進

⑷ 原子力安全・防災対策の充実・強化

⑴ 食の安全・生活衛生の確保

⑵ 安全で安心な消費生活の確保

⑶ 交通安全対策の推進

⑷ 治安対策の推進
9 22 70

第
１
編
　
人
口
減
少
に
打
ち
勝
つ
た
め
の
総
合
戦
略

Ⅰ 活力ある産業をつくる

Ⅱ

Ⅲ 地域を守り、のばす

Ⅳ 島根を創る人をふやす

第
２
編
　
生
活
を
支
え
る
サ
ー
ビ
ス
の
充
実

Ⅴ 健やかな暮らしを支える

Ⅵ 心豊かな社会をつくる

第
３
編
　
安
全
安
心
な
県
土
づ
く
り

目指す将来像

人口減少に打ち勝ち、笑顔で暮らせる島根

基本目標

１　中山間地域・離島の暮らしの確保

２　地域の強みを活かした圏域の発展

２　安全な日常生活の確保

３　人権の尊重と相互理解の促進

Ⅶ 暮らしの基盤を支える

Ⅷ 安全安心な暮らしを守る
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下線部は新規箇所 

国に求める対策

解決すべき課題 国に求める対策

Ａ－１　実質賃金減少による若者の将来不安の解消
　～「物価上昇を抑える」ことによる解決～

①　県民生活や県内事業者の経営に深刻
　な影響を与える為替水準の是正

Ａ－２　実質賃金の減少による若者の将来不安の解消
　～「物価上昇に負けない賃上げ」による解決～

Ｂ－１　若者の転出につながる大都市と地方
　の実質賃金の格差の是正

Ｂ－２　東京一極集中の是正
③　税制の見直しなど、大胆で戦略的な
　政策による東京一極集中の是正

国に対策を求める趣旨

Ａ　合計特殊出生率を
　引き上げるために

 　 合計特殊出生率
　 2.07達成に向けて

②　物価上昇等によるコスト上昇分を
　価格転嫁できる取引環境の整備

Ｂ　人口の社会減を
　減らすために

 　人口の社会移動
　　均衡に向けて
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５ 計画推進のための手法 

⑴ 現場主義と県民目線 
現場に出向き、県民の皆様の声をしっかり聞いて、課題を抽象的ではなく具体的に把握

し、その課題を、縦割りでなく、県民目線で解決する施策を立案し、実行します。 
 

⑵ 連携と協働 
住民の暮らしを守り、地域の振興に全力を尽くすという同じ立場にある市町村とも互

いに協力し、連携をとって取組を進めていきます。 

さらに、関係団体や県民の皆様、企業・ＮＰＯ等とも幅広く協働し、総力を結集して、

オール島根で様々な政策を進めます。また近県などとも、必要な連携を行っていきます。 
 

⑶ 組織の運営 
様々な行政課題に的確に対応できる、最適な組織・人員配置となるよう、適時適切に見

直しを行います。 

そして、多くの部局にまたがる重要な課題に対しては、関係部局によるプロジェクトを

立ち上げることなどにより、部局間の連携が強化できる組織運営を行います。 

また、島根県庁における働き方改革の取組を進め、職員の健康保持、ワーク・ライフ・

バランスの推進及び公務能率の向上並びに人材の確保を図るとともに、職員一人ひとり

が、常に成長し、最大限の力を発揮できるよう、人材育成の取組を進めます。 
 

⑷ 財政の運営 
計画を進めるための財源を捻出するために、(a)事業の目的や意義、(b)投入した予算に

見合う成果、(c)効率的・効果的な手法、(d)県、市町村、民間などとの負担割合、(e) 県

民生活の実態に即した事業内容の５つの視点で、全ての経費を対象に、スクラップ・アン

ド・ビルドを徹底して行います。また、県有財産の売却などによる財源の確保、決算剰余

金等を活用した財政基盤の強化を進め、島根創生を推進するための事業費の確保と健全

な財政運営の両立に取り組んでいきます。 
 

⑸ 進捗の管理 
事業効果を測る目安として客観的な重要業績評価指標（ＫＰＩ）を設定し、企画・実

施・評価・改善のＰＤＣＡサイクルを通じた評価を毎年度実施します。評価結果は県議会

のほか、外部有識者による会議に報告し、頂いたご意見等を改善に活かします。 

第１編の施策については、別に「総合戦略アクションプラン」を策定し、毎年度柔軟に

改善を図りながら推進します。 
 

⑹ ＳＤＧsとの関係 
ＳＤＧs（Sustainable Development Goals（持続可能な開発目標））は、国連におい

て採択された令和12年（2030年）までに達成すべき国際社会全体での開発目標です。

ＳＤＧsの理念や目標は、県が「人口減少に打ち勝ち、笑顔で暮らせる島根」を目指す取

組と方向性を同じくするものであり、計画を推進することにより、ＳＤＧsの達成につな

げていきます。  
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６ 県民の皆様と共有していきたい「島根の良さや魅力」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

他の地域に誇れる島根の良さや魅力である「人のつながり、あたたかさ」について、 

「誰もが、誰かの、たからもの。」をキーフレーズとして、県内外に発信しています。 

 

文中の「さりげないけど、ほっとかない」「一生懸命生きる人を応援」するなど、県民の皆

様に生活の場面をイメージしながら受け止めていただければと考えます。 

 

様々な政策のべースとなるものとして、県民の皆様と共有してまいります。 
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第１編 
 

 

 

 

 

人口減少に 

打ち勝つための 

総合戦略 
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序 総合戦略の推進 

１ 総合戦略の理念 

 

人口減少に歯止めをかけ、人口減少に打ち勝つ「島根創生」を実現する総合戦略につい

ては、次の３つの共通理念を基本とします。 

⑴ 県民の希望をかなえる 
笑顔で島根に住み続けたい、島根を次の世代へ引き継ぎたい、というのが県民の皆様の

願いです。その願いを実現するには、次の世代の育成が不可欠であり、人口減少に歯止め

をかけ、将来にわたって人口を安定させる必要があります。 

人口減少に歯止めをかける取組においては、県民一人ひとりの自由と多様性を尊重し、

誰もが自分の希望をかなえられる環境をつくることが重要です。 

どこに住むのか、どのような仕事に就くのかといった選択は、本人の希望が前提となり

ます。そのうえで、島根を選んでもらえるよう島根の魅力を高めながら、その魅力を多く

の人へ伝えていきます。 

また、結婚や出産も、あくまでも個人の自由な意思に基づくものであり、個人へ義務感

や負担感を抱かせるものであってはなりません。結婚や子育てを希望する人が、安心して

その希望を実現できるよう、子育てしながら働きやすい環境づくりを進めます。 

 

⑵ 県民の郷土愛と誇りを育む 
島根の自然、歴史、文化は、ここにしかない、島根ならではの魅力です。 

また、ここで暮らす人々の間には、お互いに支え合う温かい絆が残っています。 

ここにしかない魅力と豊かな暮らしを大切にし、県民の郷土愛と誇りを育むことによ

り、暮らしている誰にとっても居心地が良く住み続けたいと思える島根、県外へ転出した

人にとってもいつか帰りたいと思える島根、そして、県外の人にとっても移り住みたいと

思える島根をつくっていきます。 
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⑶ 県民の人生を切れ目なく捉える 
島根で生まれた子どもに、島根で暮らし、仕事や子育てをしていこうと思ってもらえる

ためには、県民の人生を切れ目のない視点で捉えて取組を進めていく必要があります。 

そこで本戦略においては、①仕事をし、②家庭を築き、③地域で暮らし、④次世代を育

む、という個人の生活に沿った取組を進めます。 

まず、島根の経済を支えている第１次、第２次、第３次産業の振興を進めて活力を高

め、働く場と所得を増やすことで、島根に残り、島根に戻る若い人を増やします。 

そしてその若い人たちが安心して島根で暮らし続けて、子どもを１人、２人、３人と産

み育てたいと思い、その希望をかなえられる環境をつくります。 

人口減少がいち早く進んできた中山間地域・離島では、生活環境を維持していくための

取組が急務です。一方で、人口集積が続き牽引力のある都市部は、中核圏域として更に発

展し、周辺にもその効果を波及していくことが期待されます。 

産業や生活の基盤を支えるインフラの整備を進め、それぞれの地域の特性を活かしな

がら、共存・発展する地域づくりを進めます。 

これらの実現のためには、島根に愛着と誇りを持ち、この地域の将来を支えたいと思う

人たちを育み、増やすことが重要です。自分たちの生まれ育った地域の価値について子ど

もの頃から学ぶ活動やＵターン・Ｉターンの支援、関係人口の拡大により、島根を支える

人を増やします。 

 

以上の理念の下に、第１編では「活力ある産業をつくる」、「結婚・出産・子育ての希望

をかなえる」、「地域を守り、のばす」、「島根を創る人をふやす」の４つを基本目標として

掲げ、人口減少対策に戦略的に取り組みます。 

また、県民誰もが住み慣れた地域で安心して暮らしていけるよう、第２編「生活を支え

るサービスの充実」、第３編「安全安心な県土づくり」と一体となって、島根創生を実現

します。 
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２ 総合戦略の数値目標 

⑴ 基本的な考え方 

 島根創生計画は「人口減少に打ち勝ち、笑顔で暮らせる島根」を目指す将来像としま

す。これは、現在島根で暮らされている県民の皆様に加え、次の世代にも「笑顔で暮らせ

る島根」を引き継いでいくというものであり、そのために、人口減少に歯止めをかけ、将

来にわたって人口を安定させることを目指すものです。 

 人口が将来的に安定し、かつ、年少人口割合が増加し、生産年齢人口も50％以上を維持

するために必要な要素は、合計特殊出生率を、人口を維持する水準と同程度の値とされて

いる2.07とすること、人口の社会移動を均衡させることであることから、これを長期の数

値目標としました。 

 この２つの数値目標は、平成27年（2015年）に策定した「まち・ひと・しごと創生島根

県総合戦略」において設定していました。令和２年（2020年）３月に策定した第１期計画

では、これまで以上に人口減少対策を強化していくという姿勢を明確にするため、合計特

殊出生率2.07の達成時期については2040年から５年前倒しした2035年に、人口の社会移動

の均衡については2040年から10年前倒しした2030年としました。 

 なお、合計特殊出生率2.07を目標としている考え方は、子どもを産み育てたいと希望さ

れる県民の皆様の望みが叶う環境を作っていくという趣旨です。 

 

⑵ 第２期計画の考え方 

 次の世代にも「笑顔で暮らせる島根」を引き継いでいくためには、人口減少につながる

要因である自然減と社会減を改善していく必要があります。このため、引き続き、合計特

殊出生率2.07と人口の社会移動の均衡を長期の数値目標として掲げて、人口減少対策に

取り組んでいきます。 

 この２つの数値目標について、現状は低下傾向にあります。合計特殊出生率については

所得の低迷、雇用の不安定化、エネルギー価格・物価の高騰といった経済的な要因などに

より、若い世代において、日本全体で、子どもを持とう、育てようという選択をためらわ

ざるを得ない状況が強まり、全国の出生率が低下しています。島根県においても、全国の

影響を受けて低下しており、令和５年（2023年）の合計特殊出生率は、計画の1.84より

0.38低い1.46となっています。 

人口の社会移動については、コロナ禍を経て東京一極集中が再び加速しており、多くの

道府県が転出超過となるなど、社会減は日本全体の問題となっています。島根県において

も、令和５年（2023年）の数値は、計画の363人の減に対し1,678人少ない2,041人（R5仮

置）の社会減となっています。 

 

 

※ R6 実績値の公表後に、R6の数値に修正のうえ確定予定（R6.11 月予定）
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第１期計画で掲げた時期に数値目標を達成することは難しくなっていると言わざるを得

ないことから、直近の実績値を踏まえ、目標の達成時期をいずれも10年延長することとし

ます。 

10年という考え方は、合計特殊出生率において、直近の実績値を起点として第１期計画

の目標値とおおむね同程度の進度で改善していくことを目指すものであり、人口の社会移

動も同期間延長するものです。 

達成時期は遅れますが、目指す将来像を見据えた目標を掲げ、人口減少対策に着実に取

り組んでいきます。 

 

① 長期の数値目標 

合計特殊出生率   2045年までに2.07 （人口を維持する水準） 

人口の社会移動   2040年までに均衡 （±０） 

 

② 目標値 

長期の数値目標を達成するために、第２期計画期間に実現すべき目標値を、次のとお

り設定します。 

数値目標 現況値 目標値 

合計特殊出生率 2023年    1.46 2029年    1.63 

人口の社会移動 2023年 ▲2,041人(仮) 2029年 ▲1,321人(仮)※ 

※ 現況値の確定に伴い、目標値は変動する可能性があります。 
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③ 年次ごとの実績値と目標値 

現状から目標年まで、均等に上昇していく形としていますが、 

 (ａ) 県が実施する対策について、課題解決に向けて必要な取組・事業を具体的に検討の

上、実施すること 

(ｂ) 国の「こども未来戦略」などに基づく施策の効果を得ること 

(ｃ) 国に対して、一地方では解決できない課題への対策を求めること 

を併せて行っていくことで、目標に向けて改善していきます。 

 

ア 合計特殊出生率 

 

イ 人口の社会移動 

 

1.76 
1.78 

1.80 
1.82 

1.84 
1.86 

1.88 
1.90 

1.92 
1.94 

1.96 
1.98 

2.00 
2.02 

2.04 
2.06 2.07 

1.66 

1.78 
1.75 

1.72 1.74 

1.68

1.60

1.62 

1.57 

1.46 

1.49 
1.52 

1.54 
1.57 

1.60 
1.63 

1.65 
1.68 

1.71 
1.74 

1.77 
1.79 

1.82 
1.85 

1.88 
1.90 

1.93 
1.96 

1.99 
2.01 

2.04 
2.07 

1.25

1.35

1.45

1.55

1.65

1.75

1.85

1.95

2.05

2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035 2036 2037 2038 2039 2040 2041 2042 2043 2044 2045

第１期計画目標値 実績値 第２期計画目標値

2016-2018年実績値平均

１０年延長

第２期目標

(R2) (R6) (R7) (R11) (R27)(R17)

(2045年)
(2035年)

まち・ひと・しごと創生
島根県総合戦略

第１期
島根創生計画

第２期
島根創生計画
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３ 島根県の将来人口の推計（島根県人口シミュレーション 2025） 

 

数値目標の達成時期が遅れることに伴い、長期の人口推計にも影響が生じます。 

合計特殊出生率 2.07 と人口の社会移動の均衡が達成された後も、高齢者の方が多い人口

構成となり、死亡者数が高い水準で推移することが見込まれるため、一定期間、人口減少が

続くこととなります。 

島根県の 2130 年の推計人口は、第１期計画策定時の推計から 7.1 万人減少し、36.2 万人

となります。 

この推計値を少しでも上回るよう、取組を積み重ねていきます。 

 

ア 2130 年までの推計値 
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イ 第２期計画期間中（2025～2029 年）における推計値 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 特段の対策を講じない場合と第２期計画目標との比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（調整中） 

 
※ 人口の社会移動の R6実績値の公表後に作成（R6.11 月予定） 

（調整中） 

 
※ 人口の社会移動の R6実績値の公表後に作成（R6.11 月予定） 
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Ⅰ 活力ある産業をつくる 
 

 

 

 

 

 

 

島根の経済を支えている第１次、第２次、第３次産業の活力を高め、所得を引き上げ、

若者の雇用を増やします。 
 

若い世代に島根に残ってもらい、戻ってもらい、移ってもらうためには、第１次、第２次、

第３次産業の振興を進めて活力を高め、所得を引き上げ、魅力ある職場を増やしていく必要が

あります。 

県民にとって魅力のある雇用の場の維持・創出や、質の向上に向けて、それぞれの産業の特

性や、強みを活かしていくことが求められます。 

島根の強みである豊かな自然、地域産業の集積、観光資源などを活かして県内産業の競争

力を強化しながら、働きやすい環境の整備に努め、人材の確保と育成、定着を図ります。 

 

取り組む政策・施策 

１ 魅力ある農林水産業づくり 
⑴ 農業の振興 .............................................................. 19 

⑵ 林業の振興 .............................................................. 20 

⑶ 水産業の振興 ............................................................ 21 

２ 力強い地域産業づくり 
⑴ ものづくり・ＩＴ産業の振興 .............................................. 22 

⑵ 観光の振興 .............................................................. 24 

⑶ 地域資源を活かした産業の振興 ............................................ 25 

⑷ 成長を支える経営基盤づくり .............................................. 26 

⑸ 産業の高度化の推進 ...................................................... 27 

３ 人材の確保・育成 
⑴ 多様な就業の支援 ........................................................ 28 

⑵ 働きやすい職場づくりと人材育成 .......................................... 29 

 

 



Ⅰ 活力ある産業をつくる 

１ 魅力ある農林水産業づくり 

19 

１ 魅力ある農林水産業づくり 

⑴ 農業の振興 
 

水田園芸をはじめとする農業の生産性・収益性の向上や、地域の特性を活かした特色

ある生産を推進し、意欲のある担い手が農業に取り組みやすい環境を整えます。 

 

【現状と課題】 

島根県の農業産出額は、1,039 億円を記録した昭和 59 年（1984 年）をピークに減少に転

じ、近年はピーク時の６割前後で推移しています。同じ期間に全国の農業産出額の減少が

約２割に留まっていることを考慮しても、農業生産の縮小傾向が顕著です。 

持続可能で活力ある農業・農村を実現するため、農業者をはじめ地域が一体となって、意

欲ある担い手が創意工夫を凝らし発展性のある農業経営を展開できるような環境を整える

ことが重要です。 

第１期計画では、水田園芸における生産性の向上や、有機農業など付加価値の高い農業

生産の拡大に取り組み、県内各地で着実に取組が広がっています。 

今後、生産・販売の共同化など、産地化によるコスト削減や効率化をさらに進め、農業者

の方々が安定した経営を行える環境を整えていく必要があります。 

 

【取組の方向】 

① 収益性の高い農業の拡大 

県内の農地の大部分を占める水田の収益性を高めるとともに、「作ったものを売る」で

はなく「売れるものをつくる」というマーケットインの発想を基本に、水田園芸の取組を

県全体で強力に推進します。また、有機農業の拡大や意欲ある産地の拡大を推進します。 

県内産飼料を利用した畜産物の生産を推進することで、畜産及び耕種農家の経営発展

を後押しします。 

また、農業者が行う省力化の取組を支援します。 

② 島根の強みを活かした特色ある生産と販売の促進 

有機農産物の生産拡大、地域の特色を活かした産地づくりの取組、美味しまね認証・Ｇ

ＡＰ（農業生産工程管理）の普及・活用を進めます。 

肉用牛では、観光連携や輸出などにより販路の拡大に取り組みます。 

③ 地域・産地を支える中核的な担い手の確保 

地域や産地の中核となる担い手の確保に向け、就農希望者や新規就農者に対する支援

の充実、経営発展に向けたサポートを行います。 

また、地域の農業を維持・発展させる集落営農組織や企業的経営体の取組を促進しま

す。 
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⑵ 林業の振興 
 

森林経営の収益力を向上させ、林業就業者を安定的に確保・育成することで、利用期

を迎えた森林の主伐を促進し、循環型林業の定着・拡大を図ります。 

 

【現状と課題】 

島根県は、県土面積の78％を森林が占める森林率全国第４位の森林県です。中山間地域・

離島に雇用の場を創出し、県内で大きな付加価値を生み出す重要な産業の一つとして、ま

た、県土を保全するという森林の機能を十分発揮するため、「伐って、使って、植えて、育

てる」循環型林業の定着と更なる拡大を図る必要があります。 

このため、第１期計画では原木生産と再造林の低コスト化、原木が高値で取引される環境

整備等、森林経営の収益力の強化に取り組み、植林から伐採までの経営収支モデルは赤字

から黒字へと転換しました。循環型林業の定着・拡大を一層進めるためには、生産性向上や

省力化の視点を取り入れるとともに、最も高い価格で取引される製材用原木の需要（消費

量）を原木生産に見合ったものに拡大し、森林経営の収益力を向上させ、森林所有者の経営

意欲を高めることが不可欠です。 

また、林業の拡大を支える林業就業者の確保については、就業者が将来を見据えて安心し

て就業できるよう、引き続き、林業事業体における就労環境等の改善を進める必要がありま

す。 

 

【取組の方向】 

① 森林経営の収益力向上 

新たな技術の導入等による生産性向上及び省力化と、製材用原木の需要を大きく伸ば

す中核的な製材工場の整備などを通じた製材力の強化に取り組みます。 

② 林業就業者の確保・育成 

新規就業者の確保を進めるとともに、農林大学校林業科による技術力の高い人材の育

成を進めます。 

また、林業事業体自らが労働条件や就労環境の改善、経営体質の強化に積極的に取り

組むための環境整備を進めます。 
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⑶ 水産業の振興 
 

資源管理の推進や新たなビジネスモデルの確立等により、企業的経営体の収益性向上

による経営強化と、沿岸漁業の就業者確保・活力再生を図ります。 

 

【現状と課題】 

島根県の沖合には、多種多様な魚介類が生息する隠岐諸島や広大な陸棚が広がり、黒潮

から分かれた対馬暖流が北東に向かって流れ、好漁場を形成しています。 

ここでは、まき網をはじめとする企業的漁業が生産の８割強を占めていますが、燃油や資

材の価格高騰により厳しい経営環境が続いており、安定的な漁業経営に不可欠な高性能漁

船の導入など、引き続き経営強化に向けた対策が必要です。 

一方、沿岸で採介藻、釣り等を主に個人で行う自営漁業は、企業的漁業ほど大きくありま

せんが、漁村を支える重要な産業で、県内の漁業就業者の約６割が従事しています。 

沿岸の自営漁業は、経営が安定するまでの技術習得に時間がかかることなどから、就業希

望者の要望や経験を踏まえた研修の実施など、就業者の安定確保に向けた仕組みづくりや

環境整備が必要です。 

また、湖沼や河川で行われる内水面漁業は中山間地域における貴重な収入源となってい

ることから、安定的な発展が必要です。 

  

【取組の方向】 

① 企業的漁業経営体の経営強化 

漁獲量の管理を基本とする資源管理を適切に行うとともに、生産性の向上につながる

高性能漁船の導入や、漁獲物の付加価値向上、省力化の取組を推進します。 

② 沿岸漁業・漁村の活性化 

漁業研修期間中の生活安定化や指導体制の強化により、新規就業者の安定確保を図り

ます。また、新規就業者に対する更なる技術のレベルアップのための研修や、効率的な漁

獲が可能な漁法など複数の漁法による操業計画の実践・定着を支援するとともに、省力

化の取組を支援し、沿岸の自営漁業者が安定した経営を実現できる環境を整えます。 

③ 特色ある内水面漁業の展開 

宍道湖に代表される全国有数の汽水域、高津川や江の川などの河川域で育まれる豊か

で多様な水産資源の維持・回復を図りつつ、魚種や地域の特色を活かした販売力を強化

します。 
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２ 力強い地域産業づくり 

⑴ ものづくり・ＩＴ産業の振興 
 

技術革新やグローバル化等の環境変化に対応可能な競争力強化や、県内企業間の連携

促進などにより、地域の特性を活かしたものづくり・ＩＴ産業の発展を目指します。 

 

【現状と課題】 

県内経済が発展するためには、経済効果が大きく、成長産業であるものづくり産業とＩＴ

産業の振興が重要です。 

島根のものづくり産業は、自動車や電気・電子部品などに関連した多様な業種が県内に

幅広く立地するとともに、東部には特殊鋼や農業機械、鋳物関連企業などが、西部には窯業

や水産加工、木材製品関連企業などが集積し、地域の主要産業となっています。 

また、島根大学が県内企業等と連携して最先端分野の研究開発を行う「次世代たたらプ

ロジェクト」では、先端金属等の研究が進み、同大学の「材料エネルギー学部」の創設にも

つながるなど、産学官金連携の取組が進んでいます。 

しかし、国内のものづくり産業は、人口減少に伴う国内市場の縮小や働き手の不足、エネ

ルギー・原材料価格の高騰などの厳しい経営環境にあります。そうした環境の変化に対応で

きるよう、県内企業の付加価値向上・競争力強化、県内ものづくり産業の基盤強化・職場環

境の改善が必要です。 

ＩＴ産業においては、県内ＩＴ企業の従事者数や売上高は増えてきましたが、全国的にＩ

Ｔ人材が不足しており、引き続きＩＴ人材の育成・確保が必要です。また、プログラミング

が主体である下請け型の業態では、生成ＡＩの普及等により、将来的に業務が縮小する可能

性が懸念されるため、自社サービス開発型など高付加価値を生み出す業態への転換等の取

組が必要です。 

さらに、ＩＴ企業以外においても、競争力の維持、強化のためにはデジタル技術の導入は

不可欠であり、ＩＴ企業との連携を図りながら、デジタル技術を活用した生産性の向上や新

たなビジネス参入に取り組むことが必要です。 

 

【取組の方向】 

① ものづくり産業の振興 

経営環境の変化や市場ニーズを的確に捉え、自社の経営戦略を構築し、人材定着のた

めの職場環境整備、新分野への進出や海外展開などの新たな挑戦をする企業に対して支

援を行います。 

県内企業がそれぞれの分野で地域の中核となる企業へと成長できるよう、企業間連携

や産学官金連携などを通じて、県内企業の技術力・競争力の強化や、成長する産業・市

場への進出、新事業の展開に向けた支援を行います。 

特に、特殊鋼などの素材分野での強みを活かして、県内企業の研究開発と高度専門人

材の育成を島根大学等と連携して推進するとともに、成長が見込まれる次世代産業分野

（グリーン・環境、ヘルスケア、次世代モビリティ）への参入などに向けた支援を行い

ます。 
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② ＩＴ産業の振興と県内企業のデジタル化・ＤⅩ化 

将来を担うＩＴ人材の段階的な育成や、県外ＩＴ人材の県内転職の促進などを行いま

す。 

また、県内企業とＩＴ企業が連携したデジタル化・ＤＸ化を支援し、県内企業の新た

なビジネス参入やＩＴ企業の新サービス・製品の開発など、収益性の高い業態への転換

を図ります。  

下線部は「取組の方向」の新規・変

更箇所 
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⑵ 観光の振興 
 

しまねの魅力を最大限に活かした観光地域づくりと積極的な情報発信などを通じて観

光誘客や観光消費額の増加を図り、観光産業の活性化を促進します。 

 

【現状と課題】 

島根県はこれまで島根独自の豊かな自然と歴史・文化などを活かしたテーマ性のある観

光商品の創出、訪れた観光客に楽しんでいただくための地域の魅力づくりに取り組んでき

ました。加えて、観光地の地域一体となっての再生・高付加価値化の取組の実施により、観

光客数はコロナ禍前と比較して、ほぼ同水準に回復しています。 

一方で、観光を取り巻く環境は、物価高騰による旅行控え、人手不足、山陰道の延伸によ

る周遊観光の広域化、旅行形態の個人化・小グループ化、旅行目的の多様化、日本人旅行客

の減少が見込まれるなど大きく変化しています。 

このような変化に対応するためには、島根県観光連盟や市町村、地域の観光協会、事業者

などと連携、役割分担し、マーケティング分析に基づいた、魅力的な観光コンテンツの創

出、一人当たりの消費額増加に向けた受入環境の整備など質の向上を重視した取組、観光

地として選択してもらうための戦略的な情報発信が重要です。 

これらにより、引き続き、島根県の観光を地域社会・経済に好循環をもたらす、持続可能

な産業として成り立たせていくことが必要です。 

 

【取組の方向】 

① 地域資源を活用した質の高い観光地域づくり 

歴史・文化、豊かな自然、温泉や食、神事、伝統芸能、街並みなど、島根の魅力ある観

光資源を活用し、地域や民間事業者が主体となって行う観光商品造成やガイド育成等の

取組を支援します。 

② ターゲットに応じた観光情報の発信 

島根の強みを表現した「ご縁も、美肌も、島根から。」をキャッチフレーズに県内の観

光素材を戦略的に発信します。特に「美肌県しまね」のイメージは、冬季の閑散期対策に

も活用します。 

魅力の発信に当たっては、ターゲットの属性を踏まえ新聞、雑誌、テレビ、ＳＮＳなど

様々なメディアを活用するほか、県内ロケの誘致や「しまねっこ」の活用など、多様な手

法により実施します。 

③ 目的地として選ばれるための外国人誘客の推進 

ターゲットとする国や地域に応じた情報発信や誘客促進、外国人観光客が多数訪れる

関西圏や広島からの誘客やゲートウェイ別の対策、外国人の利便性向上を図る受入環境

の整備などに取り組みます。 
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⑶ 地域資源を活かした産業の振興 
 

しまねの有する豊かな自然や文化を活用した食品産業や伝統工芸などの競争力を強化

し、地域に根ざした産業づくりを進めます。 

 

【現状と課題】 

食品・飲料製造業は県内全市町村に立地し、第１次産業から第３次産業までが関わるこ

とから経済波及効果や雇用創出効果が大きい重要な産業です。 

伝統工芸の分野においてはデザイン性やストーリー性等により注目を浴び、独自に販路

を開拓することで売上を確保している事業者もあります。 

しかし、食品・飲料製造業は、小規模事業者が多く、単独での経営基盤強化や販路の確

保・拡充などといった経営課題解決への取組が難しい状況にあり、また、伝統工芸の分野で

は、生活様式や価値観の変化により、工芸品の魅力が伝わりにくくなることなどによる販売

額の減少や、後継者の確保などが課題となっています。このため、しまね県産品販売パート

ナー店との連携や県内外での展示商談会への出展支援による販路拡大、また、日比谷しま

ね館を活用した情報発信に取り組んできました。 

食品産業や伝統工芸の事業者においては、引き続き、付加価値の高い商品づくり、県内外

での販路拡大などのため、経営基盤や情報発信などを強化する対策が必要です。 

また、海外への販路拡大を進めるためには、相手国の輸出入規制や市場ニーズ等を把握し

たうえで、事業者間連携や県産品の認知度向上など、効果的な戦略を持って海外展開に取

り組めるようきめ細かな支援が必要です。 

 

【取組の方向】 

① 食品産業の振興 

食品製造事業者の経営基盤強化や販路拡大に向けて、それぞれに抱える経営課題に合

わせた段階的な支援メニューの充実や、商品力の向上に取り組む事業者への支援体制の

強化により、食品製造業を核とした、第１次産業から第３次産業まで波及する地域での経

済循環の仕組みづくりを推進します。 

② 伝統工芸の振興 

消費者ニーズの変化などに対応できるよう商品力を高めるとともに、幅広く消費者等

に対ししまねの工芸品の魅力が伝わるよう情報発信を強化することなどにより、事業者

の競争力強化と後継者の確保・育成を図ります。 

③ 海外への販路拡大 

貿易に係る支援体制の強化、事業者間の連携促進に向けた支援、県産品の認知度向上

の取組などにより、県内企業の海外への事業展開や県産品の海外販路拡大を進めます。 
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⑷ 成長を支える経営基盤づくり 
 

中小企業・小規模企業の経営革新や事業承継などの持続的発展と新たなチャレンジな

どを支える経営基盤の強化を通じて、地域産業の成長を促進します。 

 

【現状と課題】 

県内企業の大部分を占めている中小企業・小規模企業は、信用力・担保力に不安を抱えや

すく、景気変動や突発的な災害等による影響を受けやすい状況にあります。 

中小企業・小規模企業が経営を継続していくためには、経済環境の変化に対応する経営

改善や事業の見直し、円滑な資金調達、生産性向上、新分野進出などの取組により、経営基

盤を強化していかなければなりません。特に、長期に及んだコロナ禍や原材料価格等の高騰

などにより経営が厳しくなっており、早期の収益改善と持続的な成長に向けた取組が必要で

す。こうした状況の中で、収益力を強化するためには、企業間で適正な価格転嫁が行われる

環境となることが重要です。 

また、依然として、経営者の平均年齢や、後継者不在率が高く、このままでは休廃業が増

加し、蓄積された経営資源が引き継がれず、地域の雇用の場を喪失することにつながります。

地域経済が維持・発展し、地域産業を成長させていくためには、円滑な事業承継と、起業を

促すことが必要です。 

また、人口の減少と郊外型の大型店舗等への顧客の流出が進む中、中小小売業の新規出店

や買い物不便地域での商業機能の維持への支援とともに、新たに県外市場の獲得を目指す取

組に対する支援も引き続き必要です。 

行政、商工団体、金融機関等が連携を図り、中小企業・小規模企業に寄り添った支援がで

きる体制を維持・強化していくことが必要です。 

 

【取組の方向】 

① 経営力の強化 

商工団体等との連携によるきめ細かな経営支援体制を確保し、中小企業・小規模企業

が行う経営改善や価格転嫁交渉、経営革新、新分野進出・新市場開拓など、経営力の強化

の取組を支援します。 

また、中小企業・小規模企業が人手不足対策として行う省力化の取組を支援します。 

信用力・担保力の不足する中小企業・小規模企業に対して、金融機関と協調し、信用保

証制度を活用するなど、円滑な資金調達を支援します。 

② 円滑な事業承継の促進 

市町村や商工団体など関係機関と連携した支援体制を強化し、企業訪問等を通じて、

相談対応から承継計画の策定、フォローアップまでを総合的に支援します。 

事業承継を契機とした新たな事業展開や、後継者の確保、Ｍ＆Ａ（合併・買収）や起業

者等による第三者承継などを支援します。 

③ 新事業・新分野への支援 

中小企業・小規模企業の商業機能の維持・向上等に資する取組を支援します。また、起

業意欲を喚起し、新たなビジネス創出や、新事業・新分野への進出に取り組む中小企業・

小規模企業を支援します。  
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⑸ 産業の高度化の推進 
 

県内企業の再投資や県外企業の新規立地を促すことにより、県内産業の高度化と雇用

の場の創出を目指します。 

 

【現状と課題】 

近年、コロナ禍からの経済の回復に伴い、新たな投資計画を検討する企業が全国的に増

加傾向にあります。特に脱炭素化の進展、半導体・ＡＩなど新たな成長分野の創出、経済安

全保障の推進による国内サプライチェーンの強化、震災等の災害リスクの分散などを背景

とした投資需要が高まっており、そうした投資を県内に取り込み、県内産業の高度化と雇用

の場の創出につなげていく必要があります。 

一方、県内の状況をみると、少子高齢化や若者の県外流出などによる生産年齢人口の減

少により、企業の人材不足が深刻化しています。県内で魅力的な企業や良質な雇用を増や

すことにより、島根に残る若者やＵターン・Ｉターンによる移住者の県内定着に向けた環境

をつくる必要があります。 

これまでの県内企業の再投資や県外企業の新規立地は、人材確保をしやすい地域へ進出

する傾向があったため、県東部の都市部に偏在しています。県西部や中山間地域・離島への

立地を進めるに当たっては、地域により立地可能な規模や、確保しやすい人材が異なってい

ることから、地域の実情に応じた誘致活動が必要です。 

また、令和５年度（2023年度）に島根大学に材料エネルギー学部が新設され、今後、産業

の高度化につながる研究開発の進展や、高度な専門性を有する理系人材の継続的な輩出が

期待されます。こうした強みを活かし、高い付加価値を生み出す企業の立地につなげ、魅力

的な雇用の場とそれを担う人材の輩出の好循環を創出する必要があります。 

 

【取組の方向】 

① 県内企業の再投資の推進 

地元企業や県外から立地した企業の再投資について、県内産業の高度化や競争力の強

化に向けて支援します。 

② 県外企業の新規立地の推進 

県外からの新規立地については、優遇制度、良好な立地環境、立地後のフォローアップ

体制等を強みとした誘致活動を展開します。また、島根大学等の教育機関とも連携し、成

長分野や高い付加価値を生み出す企業の誘致に向けた取組を行います。 

③ 中山間地域等への企業立地の推進 

中山間地域等でのソフト産業の立地や県営工業団地の分譲を進めるとともに、地域資

源や特色を活かして誘致に取り組む市町村を支援します。  
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３ 人材の確保・育成 

⑴ 多様な就業の支援 
 

若者、女性、高齢者、障がい者などへの魅力ある情報発信や就業機会の提供などによ

り、それぞれの能力や経験などを活かせる県内就業を促進します。 
 

【現状と課題】 

生産年齢人口が減少傾向にある中、有効求人倍率は全国平均を上回る水準で推移してお

り、県内企業等では人材を確保することが経営上の重要な課題となっています。県内企業等

が求める人材を確保するためには、習得した知識・技術を活かし、さらにその能力を高めて

いける、働きやすく、働きがいのある職場が島根にあることを、若者をはじめとする県内外

の幅広い人材に理解してもらうことが重要です。 

こうしたことから、高校生や県内外に進学した学生をはじめとする若者に、島根で働く魅

力や意義について考え、県内企業等への就職意識を高めてもらうための情報や機会をきめ

細かに提供していくとともに、企業自らが採用力を強化していくことが必要です。 

また、様々な事情で希望どおりの働き方ができていない女性のほか、高齢者、障がい者な

ど多様な人材が個々の能力を発揮できるよう、一人ひとりの事情に応じた多様で柔軟な働

き方が選択できる職場を増やし、本人の希望に添った就労を促進していくことが必要です。

このほか、不本意ながら不安定な仕事に就いている方や無業の状態にある人など、様々な課

題に直面している方に対して、継続的に支援していくことも重要です。 

さらに、全国の専門的な人材を即戦力として活用していくことも求められています。 

加えて、企業の人手不足などを背景として今後も増加が見込まれる外国人が、適正に雇

用され、働き続けられる環境づくりが必要です。 

 

【取組の方向】 

① 高校生や大学生等の県内就職の促進 

高校生や県内外に進学した学生に、島根で働き、暮らすことの魅力を伝えるとともに、

県内企業等との接点を持てる多様な機会を提供します。 

また、保護者の県内企業等への理解を促進するための情報発信を行います。 

② 企業の採用力の強化 

県内企業が高校生や県内外に進学した学生等から選ばれるよう、魅力ある企業情報の

発信やインターンシップ等の積極的な活用などを支援します。 

③ 女性の就業支援 

女性一人ひとりが、ライフステージに応じて個性や能力を発揮しながら、本人の希望に

添った就業や転職を実現できるよう支援します。 

④ 多様な人材の活躍促進 

高齢者、障がい者などが、それぞれの個性や多様性を尊重され経験や能力を活かし、県

内企業等で活躍できるようきめ細かな支援を行います。 

企業の経営課題解決や新たな事業展開に必要となる専門人材の活用を支援します。 

外国人を雇用する事業者等に対して必要な情報提供を行うとともに、外国人が働き続

けられる環境づくりを支援します。  

下線部は「取組の方向」の新規・変

更箇所 
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⑵ 働きやすい職場づくりと人材育成 
 

職場環境の改善と、知識や技術の習得・向上の機会提供などにより、誰もがいきいき

と働き続けられる活力ある職場づくりを県内に広げます。 

 

【現状と課題】 

県内に就職した高校や大学等の新規卒業者が３年以内に離職する割合は、改善してきて

いるものの、依然として３割を超える水準で推移しています。 

こうした若者等の定着を図り、島根の産業を担う人材として育成するためには、生活と仕

事を両立できる誰もが働きやすい職場づくり、知識や技術等を高めることができる環境づ

くりを進めることが重要です。 

経営者や管理職は、働きやすく魅力ある職場づくりに積極的に取り組み、社員のやる気を

引き出し、人材育成を進めることが必要です。 

また、少子高齢化等に伴い生産年齢人口が減少し、県内の幅広い産業において人手不足

が深刻化する中、地域産業が求める人材を確保し、生産性の向上に取り組むためには、デジ

タル人材の育成や、労使一体となった人材開発、十分な能力開発の機会がなかった人たちに

対する学び直しの機会を提供することも必要です。 

さらに、連綿と受け継がれてきた島根に息づく伝統技能や優れた熟練の技を継承する人

材の育成と、ものづくりの素晴らしさに触れ、技能に対する関心を高めることなども必要で

す。 

 

【取組の方向】 

① 魅力ある職場環境の整備 

働く人の視点に立った魅力ある職場づくりに向けた企業等の取組に対する支援等を通

して、多様な人材が能力を十分に発揮し、自身のライフスタイルを大切にしながらいきい

きと働き続けることができる職場環境の整備を進めます。 

② 在職者のスキルアップ等支援 

企業等の生産性向上と競争力強化等につながる先進的な知識・技術・技能の習得など、

在職者のスキルアップ等に取り組みます。 

③ 地域の産業を支える人材の育成 

地域産業で求められる知識・技術・技能などを有する人材を高等技術校のほか、民間教

育機関や企業等との連携により育成します。また、必要性が高まっているデジタルスキル

を習得する機会を提供します。 

ものづくりを体験する機会の提供などにより、若い世代の技能者の育成に取り組みま

す。 
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若い人たちが安心して島根で暮らし続けて、子どもを１人、２人、３人と産み育てた

いと思うことができ、その希望をかなえるための子育て支援の充実や、働きやすい環

境の整備をします。 
 

島根県の合計特殊出生率は、全国的には高い水準を維持していますが、それでもなお人口を

維持できる水準にはありません。 

また、若い世代の結婚したい、子どもを持ちたいという希望と、実際の婚姻、出生の状況に

は乖離があります。 

一方、島根県には、多世代同居の割合が高く、待機児童率も低いことなどを背景に、育児を

している女性の有業率が高く、子育てしながら働きやすい環境があります。 

このような強みを活かしながら、若い世代の結婚したい、子どもを育てたいという希望をか

なえるため、結婚、妊娠、出産、子育てまで切れ目ないきめ細かな支援や、子育てと仕事の両

立支援など、官民一体となった支援体制づくりを進めます。 

 

取り組む政策・施策 

１ 結婚・出産・子育てへの支援 

⑴ 結婚への支援 ........................................................... 31 

⑵ 妊娠・出産・子育てへの支援 ............................................. 32 
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１ 結婚・出産・子育てへの支援 

⑴ 結婚への支援 
 

結婚や家庭についての若い世代の理解と関心を高めるとともに、多様な出会いの場を

増やすことで結婚を望む男女の希望をかなえます。 

 

【現状と課題】 

若い世代の結婚や家庭に対する意識が変化する中、島根県の婚姻件数は年々減少してお

り、令和５年（2023年）には過去最少となっています。 

また、島根県が独身の方を対象に実施したアンケートでは、「是非結婚したい」「できれば

結婚したい」との回答は 48.3％でしたが、そのうち結婚に向けた具体的な行動をしている

割合は約２割にとどまっている状況です。 

そのため、これまで取り組んできた結婚・出産・子育てなどのライフイベントに関する情

報提供から多様な出会いの場の創出やお相手探しまで、結婚を支援する取組を一体的に進

めていく必要があります。 

 

【取組の方向】 

① 市町村における結婚支援への取組の強化 

結婚を望む県民誰もが、結婚支援サービスを安心して気軽に活用できるよう、全市町村

における相談・支援体制の維持・拡充を支援することで、全県における結婚支援サービス

の充実を目指します。 

② 相談・マッチング機能の充実 

しまね縁結びサポートセンターにおける縁結びボランティア「はぴこ」の活動支援やコ

ンピュータマッチングシステム「しまコ」の利用拡大、多様な出会いの場の創出のほか、

従業員の出会いや結婚を応援する企業等の取組の支援などにより、相談・マッチング機能

を充実します。 

③ 啓発活動・情報発信の充実 

学校、企業などと連携して、子ども、学生、社会人などに向けて、結婚・妊娠・出産・

子育てについて必要な知識を得たり、人生設計について考えるための講座などを実施し

ます。 

また、結婚・妊娠・出産・子育てに関する情報を、利用者目線で分かりやすく一元的に

発信します。 
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⑵ 妊娠・出産・子育てへの支援 
 

妊娠・出産・子育てに負担感や不安を抱えている多くの若い世代が、安心して妊娠・

出産・子育てできるよう妊娠期から子育て期まで切れ目ない支援体制を充実します。 

 

【現状と課題】 

妊娠・出産・子育ては、若い世代にとって大きな喜びですが、一方で、子どもが生まれる

前も後も不安や悩みは尽きません。 

価値観やライフスタイルが多様化する中で、核家族世帯が増え、地域社会のつながりが希

薄になり、また高齢者雇用が進んだことで祖父母や近隣住民等から支援や協力を得ること

が難しくなっています。 

妊娠・出産・子育てを取り巻く状況が変化している現代にあっては、子育て世代の負担や

不安、孤立感を軽減し、子どもを産み育てたいと望む方々の希望をかなえ、安心して妊娠・

出産・子育てでき、「もう一人産み育てたい」と思えるような環境を整えていくことが必要

です。 

例えば、出産前後に適切な支援が受けられるかどうか、子育て中には様々なことに費用が

必要になり負担が大きいなど、子育てに関する不安を抱える方に寄り添った支援をしてい

く必要があります。 

特に、育児をしながら働く女性が多い島根県では、子育てと仕事の両立を図ることが急務

であり、中でも、放課後児童クラブは利用希望者が引き続き増加傾向にあり、今後も充実が

必要です。 

次の世代が健やかに育っていくためには、妊娠・出産・子育てを当事者だけの問題にする

のではなく、地域や社会が寄り添い、地域ぐるみで切れ目なく支えていく必要があります。 

 

【取組の方向】 

① 切れ目ない相談・支援体制づくり 

県内全域において妊娠・出産・子育てに関する相談・支援を行うため、全市町村に総合

相談窓口を設置し、妊娠期からの切れ目のない相談・支援に取り組みます。 

また、地域の実情に応じて結婚・出産・子育てをトータルで支援する市町村の取組を支

援します。 

② 妊娠期・産前産後での支援の充実 

子どもを産み育てたいと望む夫婦が安心して妊娠期から産前産後を過ごせるようにす

るため、不妊に悩む夫婦への支援をはじめ、周産期・小児の医療提供体制を整備するとと

もに、市町村と連携した妊娠期や産後早期からの家事・育児支援や母親の心の健康支援

など、妊産婦の産前・産後のケアに取り組みます。 

また、若い世代の方々に妊娠前から将来の結婚・出産などのライフプランを考え、日々

の生活や健康に向き合う「妊娠前からの健康管理」について理解し、実践していただく取

組を進めます。 

③ 子育ての経済的負担の軽減 

子育て世帯の経済的負担を軽減するため、子どもの医療費の助成をさらに拡充し、市町

村と連携して、県内全ての市町村で高校生相当年齢まで医療費助成が行われるよう取り
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組みます。 

また、保育に係る経済的負担の軽減に取り組みます。 

④ 保育環境の充実・幼児教育の推進 

保育の｢適切な量の確保｣や｢質の向上｣に向けて、市町村と連携し、地域に必要な保育

機能を維持するための小規模保育所等への運営支援、病児・病後児保育を促進するため

の体制整備支援、全県的な保育士不足に対応するための保育士の確保・定着支援、保育人

材がいきいきと働く環境を確保するための保育所等の労働環境改善などに取り組みます。 

また、生涯にわたる人格形成の基礎を培うこととなる幼児教育が充実するよう、島根県

幼児教育センターによる研修の実施など、幼児教育に携わる人材の資質向上を図る取組

を推進します。 

⑤ 放課後児童クラブの充実 

学校外において安心して子どもを預けられるよう、市町村と連携し、放課後児童クラブ

の利用時間延長や待機児童解消等に向けた取組と、児童がクラブで充実した時間を過ご

すための環境整備を推進します。 

⑥ 子ども・子育て支援の充実 

子どもの育ちや子育てを社会全体で支える地域づくりを進めるため、行政と企業・ＮＰＯ

など民間団体が連携して、外出や買い物などの生活支援、多世代同居・近居の促進、多子

世帯への配慮、仕事と子育てを両立できる環境づくり、子育てしやすい住まいづくりなど

の取組を推進します。 

また、県全体で子育て応援する機運を醸成するため、「こっころ」を合言葉とした統一

イメージで、子育て世帯には「こっころパスポート」を発行して協賛店から各種サービス

を提供するほか、子育て支援に積極的な企業は「こっころカンパニー」として認定するな

どの取組を進めます。 

⑦ 啓発活動・情報発信の充実 

学校、企業などと連携して、子ども、学生、社会人などに向けて、結婚・妊娠・出産・

子育てについて必要な知識を得たり、人生設計について考えるための講座などを実施し

ます。 

また、結婚・妊娠・出産・子育てに関する情報を、利用者目線で分かりやすく一元的に

発信します。 

⑧ 特別な支援が必要な子と親への支援の充実 

長期療養や在宅で医療的ケアが必要な子どもへの対応や発達障がい、児童虐待、貧困

世帯など特別な支援が必要な子どもと親への支援を充実します。 

⑨ 安心して子育てや介護ができる環境づくり 

子育てや介護をしながら安心して働き続けられる環境づくりを進めるため、事業者向

けの支援を充実します。 

男性の家事・育児・介護等への参加を促進するため、男性に対する意識啓発やセミナー

等を充実します。 

また、ワーク・ライフ・バランス等をテーマとしたセミナーの開催などによる若者に対

する意識啓発を進めます。 

⑩ 子どもの学びの支援 

子育ての不安となりうる子どもの学びにおいて、発達段階に応じた学力育成の取組と、

不登校や発達障がいなどへの支援が必要な子どもの学びを保障する取組を推進します。 

下線部は「取組の方向」の新規・変

更箇所 
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Ⅲ 地域を守り、のばす 
 

 

 

人口減少がいち早く進んできた中山間地域・離島と人口が集積した都市部が、共存・

連携して共に発展する地域づくりを進めるとともに、それを支える社会基盤を整備し

ます。 
 

中山間地域や離島では、高齢化や人口減少が進む中、地域を支える人材の不足や、日常生活

に必要な機能・サービスの低下が深刻化しており、持続可能な地域運営の仕組みづくりが求め

られています。 

他方、宍道湖・中海圏域などの都市部においては、それぞれの周辺部を含めた地域の中核と

して発展し、県勢発展の牽引役となることが期待されています。 

県民生活の利便性を確保し、産業や観光の振興を促す基盤となるインフラを整え、また、そ

れらを有効に活用しつつ、各地域が持つ強みや特性を活かした経済的自立を図るとともに、中

山間地域・離島と都市部が共存・連携することで、地域が維持・活性化し、将来に明るい展望

を持つことのできる社会を実現します。 
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１ 中山間地域・離島の暮らしの確保 

⑴ 小さな拠点づくり 
 

中山間地域・離島において、これからも安心して暮らし続けることができるよう、小

さな拠点づくり（地域運営の仕組みづくりを行う取組や日常生活に必要な機能を維持・

確保する取組）を推進します。 

 

【現状と課題】 

第１期計画では、公民館エリアを基本として住民の合意形成を図り、地域運営の仕組み

づくりを推進してきましたが、県内の中山間地域・離島では、若年層を中心とした人口の流

出、高齢化の進行により、地域運営の担い手不足が深刻化し、地域コミュニティの維持や、

買い物など日常生活に必要な機能・サービスの確保が困難となる集落が増えています。 

また、一部の地域では、ガソリンスタンドなど地域住民で維持していくことが難しい生活

機能が失われつつあります。 

さらに、医療機関や介護・福祉事業所において、患者・利用者の減少や職員の不足、サー

ビスに係るコストが割高になるなどの理由によって、医療・介護・福祉サービスの提供が困

難となる地域も生じています。 

このため、これまで市町村と連携して進めてきた公民館エリアを基本とした住民の合意

形成による地域運営の仕組みづくりについては継続しつつ、今後は、燃料、買い物など生活

機能の確保に直結する取組について、行政がより関与しながら、旧市町村単位での生活機

能を維持・確保していくことが必要です。 

あわせて、安全・安心な暮らしを支える医療・介護・福祉サービスや日常生活での移動ニ

ーズを踏まえた最適な交通手段の確保が不可欠となっています。 

 

【取組の方向】 

① 持続可能なコミュニティづくり 

   地域住民の話し合いにより、生活機能を確保するための計画づくりや実践活動が進め

られるよう、市町村と連携して地域運営の仕組みづくりを支援します。 

また、地域住民による実践活動を進めてきた地域については、円滑に活動が行われるよ

う、地域の取組を支援します。 

② 生活機能・サービスの維持・確保 

燃料、買い物など、生活に欠かせない機能やサービスについて、より行政が関与しなが

ら維持・確保されるよう取り組みます。 

③ 医療・介護・福祉サービスの確保 

住み慣れた地域で安心して暮らし続けることができるよう、地域の実情に応じて、市町

村や関係機関が行う医療・介護・福祉サービスの維持・確保に向けた検討が進むよう支援

します。 

④ 地域生活交通の確保 

路線バスやタクシーなどについて、地域の実情に応じて、最適な交通手段への転換を図

ることなどにより、地域生活交通が確保されるよう市町村と連携して取り組みます。 

下線部は「取組の方向」の

新規・変更箇所 
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⑵ 持続可能な農山漁村の確立 
 

農山漁村の有する多面的機能に十分配慮して、農林水産業を核とした地域の生活が将

来にわたって維持できるような取組を推進します。 

 

【現状と課題】 

農林水産業が基幹的な産業となっている農山漁村においては、地域の暮らしが維持され

ること自体が、県土の保全や水源のかん養、景観の保護など、農山漁村の多面的機能の維

持・発揮につながっています。 

しかしながら、中山間地域・離島をはじめとした農山漁村では急速に人口減少・高齢化が

進み、農林水産業の担い手が大幅に不足し、耕作されない農地が増加するなど、将来に向か

って暮らしを維持することが難しい地域が増えています。担い手を必要とする約３千の農

業集落のうち、約３分の１の集落が認定農業者や集落営農組織等がいない、いわゆる担い手

不在という状況にあり、さらに集落営農組織等がある集落についても、多くの組織で後継者

が確保されておらず、農地の荒廃や組織の解散が一気に進むことが懸念されます。 

また、野生鳥獣による農作物被害が、営農意欲の減退や農地の荒廃の一因にもなっていま

す。 

そのため、地域ごとに、地域の農林水産業と暮らしが維持・発展できるビジョンをつく

り、実現に向けた具体的な取組を進めていくことが急務となっています。 

 

【取組の方向】 

① 集落における営農体制の維持・強化 

農林水産業をベースとした農山漁村における地域の産業や生活基盤が維持され、多面

的機能が十分発揮されるよう、地域で必要とされる担い手の確保や集落営農体制の維持・

強化に向けた地域の積極的な取組を促します。 

② 鳥獣被害対策の推進 

鳥獣被害対策に意欲のある地域を支援することで、農作物被害の低減を図ります。ま

た、狩猟免許所有者を安定的に増加させるとともに、幅広い担い手による捕獲体制づくり

を進めます。捕獲した鳥獣のジビエ活用を拡大します。 

特に近年、生息数や被害が増加しつつあるニホンジカ、ニホンザルなどについて、県が

主導的な役割を担いつつ、関係市町と連携しながら、捕獲体制の構築や広域的な被害防

止対策などを進めます。 
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２ 地域の強みを活かした圏域の発展 

⑴ 牽引力のある都市部の発展 
 

山陰を代表する人口集積地である宍道湖・中海圏域の県内各都市や、石見地方の各都

市が、それぞれの周辺を含めた地域の中核として発展し、その効果が広く波及するよ

うな地域づくりを進めます。 

 

【現状と課題】 

宍道湖・中海圏域は、山陰地方のほぼ中央に位置し、隣接する鳥取県の２市と共に日本海

沿岸において有数の人口・経済規模を誇る都市圏域を形成しています。この圏域は２つの空

港と１つの貿易港を有するとともに、高速道路や鉄道が交わる交通の要衝です。金属関連産

業、電子部品産業、ＩＴ産業などの特色ある産業が集積するほか、出雲大社や松江城をはじ

めとする歴史文化遺産を基点に自然や景観などを広域的につないだ観光エリア、さらには

高度医療機関や高等教育機関なども含め、多くの人や物が行き交う中核的な圏域となって

います。圏域の発展をさらに進め、その牽引力を県内に広く波及させることが求められま

す。 

石見地方の各都市部は、広島・山口両県に隣接していることから山陽や九州の経済圏と

の交流にも有利な面があるほか、県内唯一の国際貿易港である浜田港は海上輸送網の拠点

であり、萩・石見空港は首都圏との交流機能を有しています。また、県立大学浜田キャンパ

スでは、情報化や産業のＤＸ等の社会情勢の変化に対応した人材の育成が強化されていま

す。こうした強みを活かすため、山陰道の開通により県東部とのアクセスの改善を図りなが

ら、物流や人の移動の起点となる機能を活かし、その効果を広く波及させることで、石見地

域の経済の活性化を牽引することが求められます。 

 

【取組の方向】 

① 交通拠点の活用 

出雲縁結び空港、萩・石見空港、浜田港などの多方面での利用促進や利便性向上を進め

ることで、広域的な交流や物流を拡大させ、周辺地域の振興や産業の活性化へつなげてい

きます。 

② 県立インフラ等の活用 

各地域に立地している県立施設の各地域での活用策や、より高い相乗効果を生む連携

策を見出し、運営していきます。 

③ 県立大学の人材育成 

「地域に貢献する人材を輩出する大学」を目指し、県内で不足する専門人材や地域産

業のＤＸを推進していく人材、国際的な視野を併せ持ち、多角的な視点で地域を捉えるこ

とができるグローカル人材などの育成に取り組むとともに、主体的に問題を発見・整理・

解決できる実践力を兼ね備えた人材を輩出していきます。  
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⑵ 世界に誇る地域資源の活用 
 

日本を代表し、世界に誇ることのできる数々の地域資源を活用した地域振興を進めま

す。 

 

【現状と課題】 

島根には、世界的にも価値を認められた貴重な歴史文化遺産や自然環境が存在していま

す。 

令和９年（2027年）に発見500年、世界遺産登録20周年を迎える石見銀山は、銀鉱山跡、

街道、街並み、温泉などが、日常の暮らしや美しい自然と調和し、島根らしい穏やかなたた

ずまいを見せています。 

隠岐ユネスコ世界ジオパークでは、何億年も続いている「大地の成り立ち」、その大地の

上に育まれた「独自の生態系」、今日まで受け継がれてきた「人の営み」を、ひとつの物語

として知ることができます。 

国立公園のブランド化を目指す「国立公園満喫プロジェクト」においてモデル地区の１つ

に選定された大山隠岐国立公園の島根半島地域、三瓶山地域、隠岐地域は、体験プログラム

の充実や受入環境の整備などにより来訪者の増加が見込まれます。 

令和７年（2025年）に「特に水鳥の生息地として国際的に重要な湿地に関する条約（ラム

サール条約）」湿地の登録20周年を迎える宍道湖と中海については、貴重な資源を賢明に利

用することが、両湖周辺地域の振興を図る契機となります。 

こうした島根が世界に誇る地域資源は、観光やレジャーの場としての魅力だけでなく、地

域の活性化、交流人口の拡大などにも寄与しており、地域の誇りとして大切に守られていま

す。人の往来に制約のあったコロナ禍においても、情報発信を工夫することで、地域資源に

対する興味や関心を高めてきました。今後も、次世代に引き継いでいく財産として、県内外

にその魅力や意義を発信し、来訪者の増加や地域振興につなげていくことが必要です。 

 

【取組の方向】 

① 歴史文化遺産の活用 

世界遺産石見銀山や隠岐ユネスコ世界ジオパークなど、世界的にも価値を認められた

貴重な歴史文化遺産を活用し、地域の活性化につなげます。 

② 自然環境の活用 

島根半島東部地域・西部地域、三瓶山地域、隠岐地域の自然環境を大切に守りながら、

産業や観光の振興に活用し、地域の活性化につなげます。 
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３ 地域の経済的自立の促進 

⑴ 稼げるまちづくり 
 

地域の特産品の販路拡大や観光資源の活用などにより経済と人の流れを生み出し、稼

げる地域をつくります。 

 

【現状と課題】 

地域の中には、地元に住んでいる人にはあまりにありふれていて、価値が十分に活かされ

ていない物や景観でも、外部の視点から見た場合には新鮮で高い価値が見い出せる資源が

隠れていることがあります。 

地場産業、技術、伝統、文化、自然、土地、景観、歴史遺産など、地域が既に持っている

強みを見つめ直し、既存の資源同士を組み合わせることで、新しい価値を創造することが可

能です。特産品や観光などの地域資源として新たな活用方法が見い出せれば、地域外からの

外貨を獲得し、発展することができます。 

そのためには、地域の強みと地域内外の潜在的な需要を掘り起こし、両者を結びつけ、地

域の強みを持続的に供給できる環境を整えることが重要です。 

第１期計画では、地域資源を活用し、商品化につなげる「スモール・ビジネス」の取組や

新しい観光プランの開発などを支援する取組を進めました。 

引き続き、こうした稼げるまちづくりを進める人材の育成、事業化を可能とする環境づく

り等を進めていくことで、地域内から地域外へ新たな商品やサービスを提供し、また地域外

から地域内へ新たな人の流れを生み出して、地域外からの資金の獲得につなげる必要があ

ります。 

 

【取組の方向】 

① 価値を生み出すまちづくり 

地域の強みを活かした新しい商品の開発や、販路の開拓、人材の育成などの事業展開や

体制づくりを支援することで、新たな需要を創出して外貨の流れを生み出し、外貨が集ま

るまちづくりを促進します。 

特に、中山間地域・離島においては、豊かな自然環境や特徴ある資源を活用し、商品化

につなげる「スモール・ビジネス」の取組を、事業者間の連携を促進することなどにより

支援します。 

② 人が訪れるまちづくり 

地域の魅力に目を向けた新しい観光プランやサービスの開発などの事業展開や仕組み

づくりを支援することや、新しい旅行ニーズを踏まえた情報発信の強化などにより、訪

問、滞在、回遊などを生み出す観光資源の発掘・活用につなげ、新たな人の流れを生み出

し、人が訪れるまちづくりを促進します。  
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⑵ 地域内経済の好循環の創出 
 

地域で消費するものの生産と地域内で生産するものの消費を喚起し、より多くの資金

が地域内で循環し、波及効果が生まれる経済構造をつくります。 

 

【現状と課題】 

地域の雇用と活力を維持していくためには、経済を力強く循環させることが必要です。 

働いたり物を売ったりして地域外から資金を稼いできたとしても、その資金を使うのが地

域外であったり地域外の物を買うことが多ければ、地元の商店や事業者へ回る資金は少な

くなります。地域外に資金が流出し続ければ、やがて地域の雇用と活力の減少につながりま

す。 

地域の外から資金を稼ぐことと併せて、地域から出ていく資金を減らすことにも着目し、

地域内での経済循環を高めることが重要です。 

食料品やエネルギーなどの必需品で、かつ地域内でも調達できる財・サービス等であれ

ば、少しでも自給率を上げることで、地域経済の好循環を生み、地域の経済を強化すること

ができます。域内で多くの資金を循環させることが可能となれば、その過程で新たな投資や

雇用を生み、地域経済の活性化が期待できます。 

このため、地域で必要なものを地域で生産し、地域で消費する意識の醸成と行動変容を促

し、食料品やエネルギー等の地産地消（地元で生産されたものを地元で消費する）や地消地

産（地元で消費するものを地元で生産する）を推進する必要があります。 

 

【取組の方向】 

① 地産地消と地消地産の推進 

地元で生産される財・サービスの消費を地元で喚起するとともに、地元で消費される

財・サービスの供給を地元で創出するよう、県民、生産者・事業者、行政で連携した取組

を実施します。 

② 再生可能エネルギーの活用推進 

木質バイオマス等の地域資源を有効に利用し、再生可能エネルギーの活用を進めるこ

とで、エネルギー自給率の向上や地域経済の活性化を進める地域の主体的な取組を支援

します。 
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４ 地域振興を支えるインフラの整備 

⑴ 高速道路等の整備促進 
 

高速道路を整備して全国的な幹線ネットワークと接続するなど、県内外の広域的な移

動時間を短縮することで、全県的な活力と経済発展につなげます。 

 

【現状と課題】 

山陰道はこれまでに県内区間の約７割が開通し、沿線地域では活発な企業進出や観光客

数の増加など、地域経済への波及効果が現れています。また、救急搬送時の速達性や、通勤

時間の短縮による通勤範囲の拡大、災害時等における代替路としての交通機能確保などの

効果も現れています。 

しかし、未開通区間が残っており、この区間を早急に整備し、その効果を県全域に広げて

いくことが必要です。また、県境をまたいだ区間を整備することにより、隣県との相互交流

による地域経済の活性化が期待されます。加えて、山陰道の開通効果をより大きなものとす

るために、各地域において開通前から山陰道の利活用策を検討し、産業振興・地域振興に取

り組むことが必要です。 

また、県内の高速道路の開通区間の約８割が暫定２車線であり、対面通行による安全性、

時間信頼性の低下、大雪時の通行止めの長期化等の課題があることから、４車線化等の安

全性や信頼性を高める対策が必要です。 

さらに、中海・宍道湖圏域は人口や産業の集積だけでなく、出雲大社や松江城といった観

光地、境港や出雲縁結び空港といったゲートウェイも有するポテンシャルの高い圏域です

が、この圏域を８の字に結ぶルートを形成する高規格道路の一部である境港出雲道路はそ

のほとんどが整備されていない状況です。 

国において新幹線の次期整備路線決定に向けた動きがある中で、基本計画路線にとどま

っている山陰新幹線及び中国横断新幹線（いわゆる伯備新幹線）について、整備計画路線へ

の格上げへ向けた議論を進める時期にあります。 

 

【取組の方向】 

① 高速道路等の整備促進 

山陰道の早期全線開通に向けた国への働きかけを行うとともに、事業中区間について

は、県において用地取得の支援や埋蔵文化財調査を実施するほか、地元調整等についても

積極的に国に協力し、円滑な整備促進を図ります。 

山陰道を含む供用中の高速道路については、「高速道路における安全・安心基本計画」

に位置づけられた優先整備区間の４車線化など、安全性、信頼性向上、防災機能強化に向

けた効果的な対策を推進するよう国に働きかけます。 

境港出雲道路については、国や関係機関等との調整を図り、未着手区間の早期事業化

を国に働きかけます。 

② 高速道路の利活用促進 

高速道路を利用したモノや人の流れを促進し、地域活性化につなげるとともに、山陰道

の開通効果をより大きなものとするために、今後開通が見込まれる区間も含め、高速道路
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を活用した産業振興・地域振興に取り組みます。 

③ 新幹線整備の促進 

山陰新幹線・伯備新幹線の整備に向けて、並行在来線の地元移管への対応や建設費の

地元負担の分担などの課題について関係者との調整を進めながら、関係県と連携して国

に働きかけます。  
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⑵ 空港・港湾の機能強化と利用促進 
 

国内外への玄関口である空港・港湾の機能を強化し、より一層の利用促進を図ること

で、モノや人の流れを拡大し、産業活動の活性化につなげます。 

 

【現状と課題】 

東京、大阪等の大都市圏から遠く離れている島根県にとって、県内３空港は国内外への

空の玄関口であり、大都市圏や地方間を短時間で結ぶ航空路線は、地域振興や観光振興、県

民の便利で快適な暮らしを実現するために重要な役割を果たしています。 

また、海の玄関口としての港湾には、浜田港、河下港、西郷港をはじめとして、海外貿易

航路や国内物流等の拠点としての機能が期待されています。 

モノや人の流れを拡大し、産業活動の活性化につなげるためにも、航空路線・航路の維

持・充実、更なる利便性の向上が必要です。 

そのため、出雲縁結び空港の運用時間延長と発着枠の拡大、国際定期便の誘致、萩・石見

空港の政策コンテスト発着枠継続、浜田港の国際定期航路の維持・拡大等に向けて取組を

進めています。 

空港施設については、空の玄関口としてふさわしい機能を備えた施設となるよう、施設・

設備の改修・整備の必要があります。 

また、港湾施設については、港内静穏度の確保のための防波堤整備や、増加が見込まれる

取扱貨物や大型化する船舶に対応するための岸壁、臨港道路等の整備が課題となっていま

す。加えて、老朽化した施設・設備の改修・補修が課題となっています。 

 

【取組の方向】 

① 航空路線の維持・充実と空港機能の強化 

各空港の利用促進協議会等と連携して利用促進や利便性向上に取り組み、航空路線の

維持・充実を図ります。 

また、利便性向上と航空機の安全な運航を確保するため、空港周辺の状況に配慮しつ

つ、各空港の機能強化を進めます。 

② 港湾機能の強化 

地域の産業や生活を支える港湾の防波堤、岸壁等の計画的な整備を進めます。 

特に、取扱貨物の増加が見込まれる浜田港については、物流機能の強化を進めます。 

離島港湾については、離島と本土を結ぶ航路の維持や物流機能の強化を図るための整

備を進めます。 

また、港湾の適切な維持管理を行うとともに、港湾の利用促進に取り組みます。 
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⑶ 産業インフラの整備促進 
 

農林水産業をはじめとした産業の振興に必要なインフラの整備・更新を加速すること

で、生産性・安全性の向上を図り、県内産業の発展を支えます。 

 

【現状と課題】 

産業インフラの整備は、あらゆる業種での生産量の拡大や、生産効率及び品質の向上を図

り、地域産業を活性化させる基盤となるものであり、さらには生活環境の改善や防災力の向

上などにも資するものです。 

農林水産業については、若者にとって魅力のある生業となるよう、生産基盤の整備を進

め、収益性や安全性を向上させることが必要です。 

また、地域産業が持続的に発展していくためには、高速道路、空港・港湾などのインフラ

を整備することが必要です。 

加えて、県内企業の再投資や県外企業の新規立地により、産業の高度化を進めていくた

めには、工業団地等の立地環境を整備することが必要です。 

 

【取組の方向】 

① 農林水産業・農山漁村のインフラづくり 

農山漁村における基幹産業である農林水産業の生産性を向上させるため、収益性の向

上に向けた農地の整備や、林業専用道等の森林内における路網の整備、漁港・漁場の整備

などを進めます。また、安全・安心な県土づくりや暮らしやすい農山漁村の実現に向け

て、防災・減災対策を進めます。 

② 地域産業における立地環境の整備 

産業の高度化の推進を図るため、企業の要望等を踏まえ、市町村と連携し、県営工業団

地の拡張など立地環境の整備に取り組みます。 

特に、中山間地域等においては、県と市町村による共同工業団地の整備や、地域の特

性・資源を活かして環境づくりを行う市町村への支援等に取り組みます。 
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⑷ ＩＣＴ・デジタル化の推進 
 

ＩＣＴのあらゆる分野での利活用の促進及び行政におけるデジタル化の推進により県

民サービスの向上を図るとともに、県民誰もがデジタルの恩恵を享受できる環境を整

備します。 

 

【現状と課題】 

人口減少・少子高齢化による労働力人口の減少、雇用の創出、中山間地域・離島などの条

件不利地のハンディキャップの克服など、多くの課題に対し、ＩＣＴは、地理的・時間的な

制約を解消しうる手段であり、適切に利活用することで、大きな付加価値を生み出すことが

できます。 

行政においても、県民サービスの維持向上を図るため、ＩＣＴの積極的な利活用を進めて

いく必要があります。また、データの収集や分析を行うことで、課題の可視化や施策立案へ

とつなげることもできます。 

高齢者等全ての人が不安なくデジタル化の恩恵を享受できるよう配慮しながら、課題解

決に向けてＩＣＴの利活用に戦略的に取り組むことが必要です。 

 

【取組の方向】 

① あらゆる分野でのＩＣＴ利活用 

産官学民が連携した体制を整備し、産業振興、子育て支援、医療・介護・福祉サービ

スの充実、地域の課題解決などあらゆる分野でのＩＣＴの利活用を進めます。 

② 県民の利便性向上と行政の効率化 

市町村と連携し、行政手続のオンライン化を推進するとともに、様々なデータを有効

活用して施策立案・効果検証を行い、質の高い行政サービスを提供します。 

③ デジタルデバイド対策 

年齢、障がいの有無、性別、国籍等を問わず、全ての県民にデジタル化の恩恵が広く

行き渡るよう取組を進めます。 

 

下線部は「施策」や「取組の方向」

の新規・変更箇所 
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５ 地域の生活基盤を支える人材の確保 

⑴ 地域生活交通を担う人材の確保 
 

通勤、通学、通院、買い物など、日常生活で地域交通を利用することができるよう、

これらの運行を担う人材を確保します。 

 

【現状と課題】 

地域生活交通は、住み慣れた地域で安心して暮らしていくためには欠かせない重要なイ

ンフラです。しかし、近年、路線バスの利用者が一定数いるにもかかわらず、運転手の不足

から、やむを得ずバス路線の廃止や減便が生じるなど、地域生活交通を取り巻く環境は大変

厳しい状況です。 

交通事業者の運転手は、高齢化が進んでいるほか、新たな採用が難しいため、今後も担い

手の減少が懸念される状況となっており、地域生活交通の担い手不足が、県全体の課題と

して顕在化しています。 

これまで、交通事業者は運転手の確保に懸命に取り組んでいますが、この努力だけでは限

界もあることから、交通事業者と行政が連携して取り組んでいくことが必要です。 

 

【取組の方向】 

① 地域生活交通を担う人材の確保 

住み慣れた地域で、安心して住み続けることができるよう、市町村及び交通事業者と連

携し、地域生活交通の担い手の確保に向けた取組を進めます。  

下線部は「施策」や「取組の方向」

の新規・変更箇所 
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⑵ 医療・介護・福祉サービスを担う人材の確保 
 

住み慣れた地域で県民が安心して医療・介護・福祉サービスを受けることができるよ

う、これらを担う人材を確保します。 

 

【現状と課題】 

医療・介護・福祉サービスの担い手である人材の確保は、サービスの量や質を確保するう

えで重要です。 

医療機関では、医師の不足や診療科偏在、診療所医師の高齢化や後継者不足、看護職員

及び薬剤師の不足や地域偏在など、地域によっては医療従事者の確保が難しくなってきて

います。 

介護や障がい福祉サービス事業所でも、介護従事者の高齢化や生産年齢人口の減少、他

業種への人材流出などにより、介護人材の確保はますます厳しい状況となっています。加え

て、中山間地域・離島では、職員不足により、サービス提供を縮小せざるを得ない地域も生

じています。 

また、児童福祉施設等においても、従事者が不足している一方で、手厚い支援を必要とす

る子どもへの対応の増加など、よりきめ細かな支援の充実が必要となっており、従事者一人

ひとりの負担が増している状況にあります。 

住み慣れた地域で安心して暮らせるよう、地域の関係者と連携し、それぞれの地域のニー

ズやサービス資源の状況を踏まえた上で、必要な人材を確保・育成していく必要がありま

す。 

 

【取組の方向】 

① 医療従事者の養成・確保 

関係機関や市町村と連携しながら、医師、看護職員、薬剤師をはじめ、地域において必

要な医療従事者の養成・確保、県内定着を推進するとともに、資質の向上に取り組みま

す。 

② 介護・福祉人材の養成・確保 

市町村や地域の関係者と連携しながら、介護・福祉職のイメージアップ、多様な人材の

確保・育成、早期離職防止等の人材定着、ＩＣＴ導入等による介護・福祉現場の業務改善

等に取り組みます。 

  

下線部は「施策」や「取組の方向」

の新規・変更箇所 



Ⅲ 地域を守り、のばす 

５ 地域の生活基盤を支える人材の確保 

48 

 

⑶ 道路等のインフラの整備や維持管理を担う人材の確保 
 

道路等のインフラを将来にわたって安全に利用し続けられるよう、これらの整備や維

持管理を担う人材を確保します。 

 

【現状と課題】 

建設産業は、住民生活や経済活動の基盤であるインフラの整備・維持管理、災害や除雪対

応等、地域の安全・安心を支える重要な役割を担っています。 

一方で、建設業の就業者数はピーク時（平成12年（2000年））の約６割に減少し、その３

分の１が60歳以上となっており、人手不足と技術承継が大きな課題となっています。 

そのため、建設産業全体が、処遇の改善、生産性の向上、魅力・働きがいの向上などを図

り、「新３Ｋ（「給与」がよい、「休暇」が取れる、「希望」がもてる）」に転換することを求

められています。 

また、建設産業の魅力を幅広い層に発信し入職につなげることやその人材の定着・育成を

建設産業団体等と連携して取り組んでいくことが必要です。 

 

【取組の方向】 

① 建設産業への幅広い人材の確保 

建設産業団体等が行う、建設産業の魅力等を伝える体験事業等の取組や多様な人材の

入職を促進するための取組を支援します。 

専門工種を含む建設産業の仕事内容や魅力、キャリアイメージを若い世代とその保護者

等に伝える取組を実施し、建設産業への入職を促進します。 

② 処遇改善など人材定着に向けた取組 

適切な賃金確保や週休２日工事の推進などの処遇改善、ＩＣＴ活用工事の促進などの働

き方改革、誰もが働きやすい環境づくり等、人材定着に向けた取組を推進します。 

③ 技能向上等による人材育成の支援 

キャリアアップを図るために必要な専門資格取得の取組を支援します。 

生産性の向上や働き方改革を図るため、デジタル技術等の先進的な知識・技術を習得

し、活用できる人材の育成を支援します。 

 

下線部は「施策」や「取組の方向」

の新規・変更箇所 
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Ⅳ 島根を創る人をふやす 
 

 

 

 

 

 

自分たちの生まれ育った地域の価値について子どもの頃から学ぶ活動やＵターン・Ｉ

ターン支援により、島根に愛着と誇りを持ち、将来の島根を支える人をふやします。 
 

若者の進学・就職による転出が転入を上回っていることが、島根県の人口流出の主な原因

となっています。 

このため、子どもの世代から地域への愛着と誇りを育むふるさと教育や、島根の暮らしや魅

力の情報発信などにより、若者に島根に残ってもらい、戻ってもらい、移ってもらう新しい人

の流れをつくります。 

そして、島根に暮らすことを決めた若者や女性、島根に関わりを持つ方々が、あらゆる分野

で活躍し、地域社会に積極的に参画していただけるための取組を進めます。 

 

取り組む政策・施策 

１ 島根を愛する人づくり 
⑴ 学校と地域の協働による人づくり .......................................... 50 

⑵ 地域で活躍する人づくり .................................................. 51 

⑶ 地域を担う人づくり ...................................................... 52 

⑷ 島根かみあり国スポ・全スポに向けた人づくり .............................. 53 

２ 新しい人の流れづくり 
⑴ しまねの「暮らし」や「魅力」の情報発信 .................................. 54 
⑵ 若者の県内就職の促進 .................................................... 55 

⑶ Ｕターン・Ｉターンの促進 ................................................ 56 

⑷ 関係人口の拡大 .......................................................... 57 

３ 女性活躍の推進 
⑴ あらゆる分野での活躍推進 ................................................ 58 

⑵ 安心して家庭や仕事に取り組むことができる環境づくり ....................... 59 

 

  



Ⅳ 島根を創る人をふやす 

１ 島根を愛する人づくり 

50 

１ 島根を愛する人づくり 

⑴ 学校と地域の協働による人づくり 
 

島根の子どもたち一人ひとりに、地域に愛着と誇りを持ち、自らの人生と地域や社会

の未来を切り拓くために必要となる「生きる力」を育みます。 

 

【現状と課題】 

人口減少問題が日本全体の課題となる中、島根においても地域の将来を担う人材の育成

は重要であり、教育に寄せられる期待はとても大きなものとなっています。 

島根の子どもたちが、身近な地域に対する愛着や誇りを持ち、確かな学力と豊かな心を育

み、夢や希望に向かって挑戦できるよう、学校と地域が協働して子どもたちを育んでいく必

要があります。 

島根県では、これまで、学校と地域が連携・協働した教育活動に取り組んできました。そ

の結果、子どもたちは、人々との関わりの中で探究的に学ぶことを通じて地域の魅力を再発

見し、主体的に学習に向かう意欲が生まれています。また、将来自分が住んでいる地域や島

根のために役に立ちたいという思いの醸成にもつながっています。地域においても、子ども

の成長を支え、学びあうことにより、住民一人ひとりの活躍の場ができ、地域の活力につな

がっています。 

引き続き、幼児教育施設（幼稚園、保育所等）から県内大学等まで目標やビジョンを共有

し、家庭、住民だけでなく地元企業等とも連携・協働しながら、県内全域において島根らし

い魅力ある教育を行うことで、将来の島根を支える人づくりを進めていく必要があります。 

 

【取組の方向】 

① 学校と地域の連携・協働の推進 

地域全体で教育の目標やビジョンを共有し、学校・家庭・地域が一体となって子どもた

ちの「生きる力」を育むため、各地域で構築された協働体制による取組を支援します。 

② 地域資源を活用した特色ある教育の推進 

子どもたちが多様な人々との関わりや様々な経験の中で育まれるよう、豊かな自然、歴

史・文化、子どもたちを温かく支え育てようとする地域社会といった強みを活かし、ふる

さと教育や地域、県内大学、地元企業等と連携した探究的な学びを推進します。 

③ 島根を愛する多様な人づくり 

全ての子どもたちが地域に対する理解を深め、地域や社会の未来を支える人材となる

よう、子どもたちの個性や特性に応じたきめ細かな学びを推進します。 

④ 高大連携の推進 

高校生が県内大学の専門的な教育や研究などに触れることにより大学での学びを知り、

身近で特別な存在として意識することで大学進学を希望する生徒の進路選択の幅が拡が

り、結果として県内進学者が増えるよう、大学との連携を進めます。 
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⑵ 地域で活躍する人づくり 
 

県民が、スポーツ・文化芸術活動・健康づくり活動や、ＮＰＯ、ボランティアなどの

社会貢献活動に参加しやすい環境づくりを通して、地域で活躍する人づくりを推進し

ます。 

 

【現状と課題】 

スポーツ・文化芸術活動・健康づくり活動は、心の豊かさや健康推進など生活の質を向上

させるほか、地域社会への参加を促し連帯感を育みます。また、ボランティア、ＮＰＯなど

の社会貢献活動や、地域を支える様々な地域活動は、安全で安心な地域づくりに寄与し、多

様化・複雑化する地域の課題を解決する力となるほか、地域社会への参画意欲を高めること

につながります。 

県民一人ひとりの希望をかなえ能力を活かせるよう、若者から高齢者、障がいのある人、

外国人など、誰もが様々な活動に主体的に参加しやすい環境づくりを行い、地域で活躍する

人づくりを推進することが求められています。 

身近な地域で気軽にスポーツに触れることができ、より充実したスポーツ活動が行える

環境づくりや、文化芸術を鑑賞、参加、創造する機会を確保し、文化芸術活動の裾野の拡大

を図ること、地域の実情に応じた健康づくりの取組を展開することにより、県民の自主的・

主体的な活動につなげていく必要があります。 

また、ＮＰＯ等の社会貢献活動や、地域を支える様々な地域活動についても、多様な担い

手が参加しやすい環境づくり、仕組みづくりを行い、地域の活性化につなげていく必要があ

ります。 

 

【取組の方向】 

① スポーツを通じた人づくり 

ライフステージに応じたスポーツの推進により、県民一人ひとりが、スポーツを通じ多

様な形で気軽に地域社会に参加する機会の拡大を図ります。 

② 文化芸術を通じた人づくり 

県の文化芸術施設を活用するとともに、地域や学校、関係団体等との連携により、文

化芸術の鑑賞・参加・創造の機会を充実させることで、島根の文化芸術活動を担っていく

若い世代の育成や、多くの県民が文化芸術活動に参加しやすい環境づくりを行います。 

③ 健康づくり活動を通じた人づくり 

公民館単位など身近な地域で、健康課題解決に向けた取組や住民同士の支え合いを重

視した活動を進めることで主体的に健康づくり活動に取り組む人を増やします。 

④ 社会貢献活動に参加しやすい環境づくり 

多くの県民の社会貢献活動への参加を促進し、地域課題解決に取り組む団体の育成や

活動を支援します。 

⑤ 様々な地域活動がしやすい仕組みづくり 

多様な価値観、興味、関心を持つ人々が、そのライフスタイルに応じた様々な地域づく

り活動へ参加しやすくするための仕組みづくりを行います。  

下線部は「取組の方向」の

新規・変更箇所 
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⑶ 地域を担う人づくり 
 

人づくりの拠点となる公民館や県内の高等教育機関等と連携し、県内に残り、地域づ

くりに主体的に参画する人づくりを推進します。 

 

【現状と課題】 

人口減少や核家族化、生活スタイルの変化などに伴い地域のつながりが希薄化していく

中、持続可能な地域づくりに向けて地域住民が主体となり地域課題を解決しようとする機

運が高まりつつあります。 

地域の担い手の一人であることを住民自身が実感でき、地域に貢献しようとする意欲や

地域を愛する気持ちを地域づくりに活かすことができ、人々が互いに支え合う社会を実現

することが求められます。 

地域課題について住民自身が理解を深め、その解決に向け主体的に実践しやすい環境を

整えるため、地域を担う人づくりの拠点となる公民館等の機能の強化や活動の充実をはじ

め、学びや活動を支援する人材の育成や、地域と高等教育機関等の連携の強化などが必要

です。 

 

【取組の方向】 

① 地域課題の解決に向かう人づくり 

公民館等を中心に、幅広い世代の地域住民が主体的に様々な地域課題の解決に向かえ

るよう、実行力を養う学習活動や実践活動を支援し、持続可能な地域づくりを実現する

ための基盤となる地域を担う人づくりを推進します。 

② 社会教育士等の養成・育成 

地域づくりを担う人づくりの取組を推進していくため、高等教育機関と連携して社会

教育士を養成するとともに、研修の充実やネットワーク化を通して社会教育関係者の知

識や技術の向上、結束力の強化など、育成に向けた取組を進めます。 

③ 県内高等教育機関での人づくり 

地域に密着した教育・研究を地元と一体となって進めることで、主体的に地域課題の解

決に向けて取り組む実践力を備えた人材を育成します。 

④ 県内高等教育機関、県内企業などと連携した県内就職の促進 

県内高等教育機関、県内専修学校（専門学校）、県内高校、県内企業等との連携を強化

し、入試制度の見直しや地域に密着した教育・研究を促進することなどにより、県内高校

からの進学者の増加や県内高等教育機関や県内専修学校の卒業生の県内定着を図ります。 
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⑷ 島根かみあり国スポ・全スポに向けた人づくり 
 

令和12年（2030年）に開催予定の島根かみあり国スポ・全スポが、地域に根ざしたス

ポーツ振興の機会となるよう、選手や指導者の確保・育成、大会を支える人づくりを

推進します。 

 

【現状と課題】 

国民スポーツ大会・全国障害者スポーツ大会の開催には、将来にわたる持続的な競技力

向上のほか、スポーツを通じた地域づくり、人づくり、郷土愛や地域への誇りの醸成、障が

いのある人々への理解を深め、共に支え合う社会の実現など、多くの意義があります。 

昭和57年（1982年）に開催された「くにびき国体・ふれあい大会」では、大会を契機に地

域にスポーツが根ざし、奥出雲町のホッケーや美郷町のカヌーのようにオリンピックや世界

大会で活躍する選手を地元から輩出し、優秀な指導者が育成されるなど、スポーツを通じた

地域づくり、人づくりの面において大きな成果をもたらしました。 

しかし、近年は競技人口の減少に加え、島根で生まれ育った選手も、より良い競技環境を

求め進学や就職等を契機に島根を離れるケースが見られ、各競技において選手・指導者が

不足しているという課題があります。 

島根かみあり国スポ・全スポに向けては、競技団体、地域、地元企業等が連携して選手や

指導者が競技に取り組める受皿づくりを進め、島根で活躍する選手・指導者を育成してい

き、大会後には、地域でスポーツを支える人材として、次世代の選手・指導者を育成してい

くという好循環を生み出していくことが必要です。 

また、大会の開催には、ボランティア活動への参加や、各種競技会での観戦・応援、来県

される方々へのおもてなしなど、多くの県民による関わりや協力が欠かせません。年齢、性

別、障がいの有無などにかかわらず、県民一人ひとりが身近なことから大会に参加し、県民

一体となって大会を盛り上げ、支えていく機運を醸成していくことが求められます。 

 

【取組の方向】 

① 島根かみあり国スポ・全スポに向けた選手や指導者の確保・育成 

競技体験会やスポーツ教室の開催等を通じて競技者の裾野を広げていくとともに、少

年選手を県内で育てる取組や県外からの受入れ促進、成年選手・指導者の県内企業等へ

の就職支援を通じて、県内で活躍する選手・指導者を確保・育成していきます。 

② 島根かみあり国スポ・全スポを支える人づくり 

地域、学校、企業等へ大会のＰＲを行うとともに、大会関連イベントの実施などにより

機運を醸成し、大会ボランティア等への参加を促進します。 

大会運営のサポートを行う手話・要約筆記等の情報支援ボランティアについては、養成

講座の開催等により、確保・育成を図ります。 

  

下線部は「施策」や「取組の方向」

の新規・変更箇所 
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２ 新しい人の流れづくり 

⑴ しまねの「暮らし」や「魅力」の情報発信 
 

島根の人や暮らしなどの魅力を県内外や海外に分かりやすく発信し、島根に関心を持

つ人をふやします。 

 

【現状と課題】 

島根には、豊かな自然があふれ、神話の時代から続く古き良き歴史・文化が人びとの暮ら

しの中で連綿と受け継がれています。また、まじめで穏やかな人柄や、温かな信頼関係の中

で子育てから老後まで安心して生活できる地域社会の絆など、大都市では失われたものが

たくさん残されています。 

島根が持つこれらの素晴らしい魅力や強みを県民全体で共有し、ふるさと島根への愛着

や誇りを育み、若い世代に引き継いでいく必要があります。 

第１期計画では、県内の各地域で活躍する人を取り上げて紹介することに取り組みまし

た。また、三大都市圏に向けたプロモーションを行い、島根や地方移住への関心を高めるこ

とにつなげました。 

さらに、「人のつながり」や「人の温もり」、「一生懸命に生きる人を応援する」という「島

根らしさ」を表現したキーフレーズ「誰もが、誰かの、たからもの。」とそれに続く文章に

より、島根らしさの情報発信に取り組みました。 

今後も引き続き、しまねの「魅力」や「暮らし」の強みを強力に発信することにより、多

くの人や企業に島根への関心を持っていただき、移住・定住や産業振興など島根の発展につ

ながるよう、県と市町村や民間団体等が連携して情報発信の強化に取り組むことが必要で

す。 

 

【取組の方向】 

① しまねの「魅力」情報発信の強化 

島根の自然の豊かさ、古き良き歴史・文化、「島根らしさ」、人々が互いに支え合う島根

での暮らし方などの島根の魅力が、多くの人びとを惹きつけ、島根に関心を持っていただ

けるよう、国内外に向けた情報発信を強化します。 

特に、「誰もが、誰かの、たからもの。」というキーフレーズなどで表現するしまねの「魅

力」を、県民の皆様と共有し実感していただきながら、県内外に広がっていくよう、県の

施策の様々な場面で発信していきます。 

② しまねの「暮らし」情報発信の強化 

子育て環境や通勤事情・住宅事情など、島根の生活事情の良い面や都会の厳しい面を

分かりやすく伝え、島根での暮らしを思い描いていただくよう、情報発信を強化します。 
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⑵ 若者の県内就職の促進 
 

高校生や県内外に進学した学生に、県内産業やそこで働く人に触れる機会などを提供

し、島根で働く魅力を伝え県内就職を促進します。 

 

【現状と課題】 

若者の進学・就職による転出が転入を上回っていることが、島根県の人口流出の主な原

因となっており、県外に進学した多くの学生が県外での就職を選択する状況があります。 

これまでの取組により、県内の高校生や大学生のほか、県外の大学に進学した学生の県内

就職率については、少しずつ上昇してきました。 

こうした流れを加速するために、高校生や県内外に進学した学生に県内就職への意識を

持ってもらうことが必要であり、働きやすく、習得した知識・技術を活かし、さらにその能

力を高めていける、魅力ある職場が島根にあることを理解してもらうことが重要です。 

こうしたことから、高校生や県内外に進学した学生をはじめとする若者が、島根で働く魅

力や意義について考え、県内企業等への就職意識を高めてもらうための情報や機会を、企業

の採用活動の動向も踏まえながら、きめ細かに提供していくことが大切です。 

 

【取組の方向】 

① 県内高校からの県内就職の促進 

就職を目指す高校生に、島根で働き、暮らすことの魅力を伝えるとともに、県内企業等

との接点を持てる多様な機会を提供します。 

② 県内大学等からの県内就職の促進 

大学、企業、県等で設立した「しまね産学官人材育成コンソーシアム」を中心に、関

係機関が連携し、学生が低学年次から県内企業等との接点を持てる多様な機会を提供し

ます。 

③ 県外大学等からの県内就職の促進 

県の山陽・関西圏・首都圏における県外事務所を拠点に県外大学等との関係を強化し

ます。 

また、ふるさと島根定住財団等と連携して島根県出身学生が低学年次から県内企業等

への理解を深めることができる機会を提供します。 

④ 私立専修学校からの県内就職の促進 

習得した専門知識や技術を活かした就職につながるよう、県内企業等との接点を持て

る多様な機会を提供します。 

⑤ 保護者への情報発信 

県内高校、県内大学等、県外大学等、私立専修学校の学生の保護者に対し、県内企業等

への理解を促進するための情報発信を行います。  

下線部は「取組の方向」の

新規・変更箇所 
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⑶ Ｕターン・Ｉターンの促進 
 

Ｕターン・Ｉターン希望者への仕事や生活に関する的確な情報提供や相談対応、島根

暮らし体験の機会提供、市町村などと連携した定着支援により、移住・定住を促進し

ます。 

 

【現状と課題】 

人口の社会移動については、コロナ禍を経て東京一極集中が再び加速しており、多くの道

府県が転出超過となる中、移住・定住に力を入れる自治体が増加しています。 

これまで、県ではＵターン・Ｉターン希望者等に対して、仕事や住まい、生活等に関する

情報提供から、相談や無料職業紹介、農林水産業などの産業体験や地元との交流、そして、

実際の受入れと、その後の地域への定着までを、各段階に応じてサポートしてきたことによ

り、県内への移住・定住の促進につながっています。 

この流れが一層大きく強いものとなるよう、こうした各段階に応じた支援や、Ｕターン希

望者とＩターン希望者、年代や性別などそれぞれの特性に応じた支援を、県や市町村、ふる

さと島根定住財団などの関係機関が連携し、きめ細かく行っていくことが必要です。 

 

【取組の方向】 

① Ｕターンの促進 

県内出身者の方に、県内への関心やつながりを維持し、Ｕターンを考えるきっかけとし

てもらえるよう、県内の情報に接する機会や地域・企業とふれあう機会を創出します。 

また、Ｕターンを希望する方には、個々の希望に応じた、丁寧できめ細かな相談対応な

どを充実させます。 

特に山陽・関西圏・首都圏において、県内出身の学生や若者のＵターン促進の取組を強

化します。 

② Ｉターンの促進 

県外出身者の方に、地方移住への関心を高め、移住希望者に島根を移住先として選択

してもらえるよう、島根の暮らしやすさに関する都市部での情報発信を強化します。 

また、相談対応や県内の地域を知っていただくための体験機会の提供、定着支援など、

各段階に応じて適切にサポートする体制を整え、Ｉターンの促進と移住後の定着を図り

ます。 

特に首都圏・関西圏における、Ｉターン促進の取組を強化します。 

③ 定住促進のための住環境の整備 

県外からの移住者や、県内に定着・回帰した若者が安心して暮らし続けることができる

よう、市町村と連携して、良質で多様な住宅の供給や空き家情報の提供等を促進します。 
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⑷ 関係人口の拡大 
 

都市部にいながら何らかの形で島根と関わりたいと希望する人々を掘り起こし、県内

での活動の場を提供して、地域活性化への貢献や将来の移住につなげます。 

 

【現状と課題】 

「関係人口」とは、移住した「定住人口」でもなく、観光等で訪れた「交流人口」でもな

い、都市部にいながら地域や地域の人々と多様に関わりたいと希望する人々のことを指し

ます。 

島根県は、人口減少・少子高齢化により、地域づくりの担い手不足という課題に直面して

いますが、地域によっては若者を中心に、都市部にいながらその地域と関わり、課題解決に

貢献する人材が集まり始めており、こうした人々が地域づくりの担い手となることが期待さ

れています。 

県では、島根への理解を深めてもらうための関係人口セミナーや、島根との関わりを考え

る連続講座「しまコトアカデミー」の開催、課題解決や活性化に取り組む地域と関係人口を

つなぐ「しまね関係人口マッチング・交流サイトしまっち！」の活用を進めてきました。こ

れらを通じて、都市部の人々の県内への理解促進や住民との交流拡大が図られ、地域への

愛着の醸成と地域貢献につながっており、さらには自身のＵターン・Ｉターンの契機ともな

っています。 

こうした関係人口を拡大し、新たな地域づくりの担い手として参画していただくための仕

組みづくりや、将来的に関係人口から移住につなげていく視点での取組の充実を図る必要

があります。 

 

【取組の方向】 

① 関係人口の拡大による、地域活性化への貢献や将来的な移住の促進 

都市部での関係人口の掘り起こし、島根への理解促進や意識啓発を行うとともに、

「しまっち！」の活用などにより、様々な形で島根に貢献できる機会や活動の場を提供

します。また、地方の暮らしに関心を持つ方には、市町村やふるさと島根定住財団と連

携して、島根への移住の検討に向けた支援を行います。 

特に首都圏・関西圏での関係人口の拡大に向けた取組を強化します。 

② 島根を応援する人を増やすための情報発信と交流の場づくり 

しまねの「魅力」や島根らしさの情報発信を強化し、島根の暮らしに関心を持つ人や

島根を応援する島根ファンの交流の場づくりを支援します。 

 

下線部は「取組の方向」の

新規・変更箇所 
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３ 女性活躍の推進 

⑴ あらゆる分野での活躍推進 
 

仕事や地域活動など、あらゆる分野において、女性一人ひとりが、本人の希望に応じ

個性や能力を十分発揮しながら活躍できる環境をつくります。 

 

【現状と課題】 

平成27年（2015年）８月に、「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（女性活

躍推進法）」が成立し、女性がそれぞれの希望に応じた働き方を実現できるよう、社会全体

として取り組んでいくこととなりました。 

県では、平成28年（2016年）10月に「しまね働く女性きらめき応援会議」を設立し、官民

が連携して、女性が個性や能力を十分に発揮し、働き続けやすい職場環境の整備を進めてき

ました。 

島根県は、働いている女性の割合が高く（令和２年国勢調査の生産年齢の労働力率が

78.7％で全国１位）、結婚や子育て期を迎えても就労継続を希望する女性が多い一方で、「働

き続けやすい」と感じる女性は45.2％（令和５年度県政世論調査）となっています。 

引き続き、就労を望む女性一人ひとりが結婚や子育てをしながら希望に応じて就業でき、

管理職など責任のある立場やこれまで女性が進出しにくかった分野で活躍できる環境をつ

くる取組が求められています。 

このため、女性が働き続けやすい職場環境づくりに取り組むとともに、女性の人材育成や

キャリアアップ等を図ることが必要です。 

また、地域においても女性がその個性や能力を十分発揮しながら活躍できる環境づくり

に取り組むことが必要です。 

 

【取組の方向】 

① 女性一人ひとりが、あらゆる分野で活躍できる環境の整備 

女性がライフステージに応じ様々な分野で活躍できるよう、キャリア形成の支援やロ

ールモデルの普及啓発を行い、また、女性が進出しにくかった分野においても就業や起

業を実現できるよう、支援します。 

企業等においては、女性が多様な職種での能力の向上や、管理職等としての活躍、キ

ャリアアップを実現することができるよう、また、地域においては、魅力ある地域づく

りや次代を担う人づくりを女性自らが企画し実践しやすい環境づくりが進むよう、支援

します。 
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⑵ 安心して家庭や仕事に取り組むことができる環境づくり 
 

子育て・介護支援や働き続けやすい職場環境づくりの推進などにより、誰もが安心し

て家庭と仕事を両立させ、充実した生活が送れる社会をつくります。 

 

【現状と課題】 

島根県においては、女性の働いている割合や合計特殊出生率が全国上位にあり、多くの女

性が働きながら子育てをしています。その一方で、子育て世帯の男性の家事・育児・介護時

間は133分／日と、女性の357分／日と比べて約３分の１と少なく（令和３年社会生活基本

調査）、女性に負担が偏っている状況があります。 

その背景として、「子育ては母親でなければならない」とか「家事、介護は女性の方が向

いている」といった固定観念が根強く残っていることや、職場での長時間労働や休暇の取り

づらい働き方が影響していることが考えられます。 

男女が協力して子育て・介護や仕事に取り組めるよう、夫婦間の分担を見直すことや、職

場において、男女とも育児・介護休業が取得しやすく、子育てや介護に対応した柔軟な働き

方ができる環境を整えることなどが必要です。 

これからの島根を担う若い世代にとっても、家庭も仕事も大事にしながらいきいきと暮ら

すことができる社会の実現が求められます。 

 

【取組の方向】 

① 子育て世代に向けた支援の充実 

結婚・妊娠期・出産期・子育て期の切れ目のない支援を通じて、安心して出産・子育

てができ、家族がいきいきと暮らせる環境をつくります。 

② 子育て・介護や仕事に取り組むことができる環境づくり 

男性が積極的に子育て・介護・家事を担う意識や、若者のワーク・ライフ・バランス

等に対する意識の向上を図るため、セミナー等を通じた意識啓発を行います。 

また、従業員が子育てや介護を仕事と両立させることができ、安心して働き続けられ

る環境を整えるため、経営者・管理職の意識改革や、職場環境の改善などに積極的に取

り組む事業者を支援します。 
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Ⅴ 健やかな暮らしを支える 
 

 

 

 

 

 

 

保健・医療・介護を充実させるとともに、支え合いにより県民一人ひとりが生きがい

を持って安心して暮らせる地域共生社会の実現を進めます。 
 

生涯にわたり、いきいきと健康で暮らすことは、県民誰もの願いです。地域の活力維持や活

性化の源でもあります。このためにも、医療と介護が切れ目なく円滑に提供され、県内どこに

おいても安心して医療・介護サービスを受けることができることが必要です。各地域の状況に

応じた医療提供体制を構築し、医療従事者及び介護人材を確保します。 

人生100年時代を見据え、高齢者が生きがいを持って地域の支え手として活躍できる社会を

はじめ、障がい者、生活困窮者、ひきこもりなど生きづらさを感じている人たちが社会から孤

立することなく、地域において自分らしく生活し続けられる社会を、住民相互の支え合いによ

り、地域共生社会として実現します。 
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１ 保健・医療・介護の充実 

⑴ 健康づくりの推進 
 

県民自ら健康づくりに取り組めるよう環境の整備を進め、健康寿命の延伸を図り、健

康長寿日本一を目指します。 

 

【現状と課題】 

全ての県民が健康で、明るく、生きがいを持って生活を送ることができるとともに、地域

の担い手として活躍してもらうことにより活力ある地域づくりを進めるため、一人ひとりの

健康づくりの取組が重要です。 

島根県においては、健康寿命は伸びているものの、全国と比べて脳血管疾患の死亡率や高

血圧罹患率などが高く、その原因として食塩摂取量が高いことや運動習慣を持つ方が少な

いことなどの生活習慣上の健康課題があります。第１期計画では「減塩」「野菜摂取」「運動

の促進」を重点方針とし県民へ発信してきましたが、健康寿命をさらに延ばすためには、こ

れらの課題に対して、引き続き取り組むことが必要です。 

また、これまで取り組んできた、子どもの頃からの適切な生活習慣の確立、生活習慣病の

一次予防、疾病の早期発見、合併症や重症化の予防、高齢者の活力低下の予防など、生涯を

通じた健康づくりの実践を継続することが必要です。 

健康に関心がある人々だけでなく、健康に関心の薄い人々にも健康づくりを広げていき、

幅広い人々が取組に参画し、県民運動として展開するとともに、無理なく健康になれる環境

づくりの推進が必要です。 

 

【取組の方向】 

① 健康寿命延伸のための健康づくりの推進 

減塩・野菜摂取や体操・運動の促進などの生活習慣改善について、栄養、運動、医療等

の専門家の知見を活かしながら、まず自らの健康状態を把握し、それぞれの目標に向かっ

て生活の中で今より１つ多くの健康づくりに取り組む「＋１（プラスワン）活動」を強化

します。 

あわせて、地域や職域の健康課題解決に向けた取組や、人と人とのつながりや住民同士

の支え合いを重視した住民主体の健康なまちづくり活動を進め、県民、関係機関・団体、

企業、大学、行政が一体となった県民運動を推進します。 

② 子どもから高齢者までの切れ目のない健康づくり 

県民の健康意識を高めるために、情報や体験の場を提供し、生涯を通じて健康チェック

や生活習慣の改善等を促進します。特に、健康課題の多い働き盛り世代や健康に関心の

薄い人々に対する働きかけを、職域保健の関係団体と協働して取り組みます。 

また、心の健康づくりについても関係機関・団体と連携して、ライフステージに応じた

取組を推進します。 

③ 疾病等の予防対策 

特定健康診査やがん検診、歯科健診等の受診率向上に向けた取組や保健指導を充実し

ます。  
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⑵ 医療の確保 
 

医療機関相互の機能分担・連携や医療従事者の養成・県内定着を進めることにより、

県民が必要なときに良質な医療が受けられる医療機能を確保します。 

 

【現状と課題】 

医療機関では、医師の不足や診療科偏在、診療所医師の高齢化や後継者不足、看護職員、

薬剤師等の不足や地域偏在など、地域医療を取り巻く環境は厳しい状況が続いています。 

住み慣れた地域で県民誰もが安心して医療を受けられるよう、将来の医療需要を見据え

て医療機関の機能分担・連携を促し、高度急性期から在宅まで切れ目のない医療や救急医

療、災害医療など適切な医療を提供できる体制づくりを進める必要があります。 

また、医療の担い手が安定的に供給されるよう、医師、看護職員、薬剤師など医療従事者

の養成･確保を推進するとともに、医療･介護の連携、多職種連携を促進する必要がありま

す。 

医療保険制度については、少子高齢化が進行する中にあっても、将来にわたり安定的に制

度として維持していけるよう、効率的で適正な運営が必要です。 

長年、島根県の死亡原因の第一位であるがんは、近年では、医療技術の進歩や新薬の登場

等を背景に、体への負担がより少ない医療を選択することが可能になってきています。この

ため、本人の希望や病状に応じた支援を行う必要があります。 

 

【取組の方向】 

① 医療提供体制の構築 

地域医療構想に基づき関係者での議論を進め、地域の実情に応じた医療提供体制の構

築に取り組みます。 

② 県立病院における良質な医療の提供 

県内全域を支える県の基幹的病院として、救急医療や高度・特殊・専門医療、地域医療

支援機能等を充実させ、安全・安心で良質な医療を提供します。 

③ 医療従事者の養成・確保 

関係機関や市町村と連携しながら、医師、看護職員、薬剤師をはじめ、地域において必

要な医療従事者の養成・確保、県内定着を推進するとともに、資質の向上に取り組みま

す。 

④ 医療保険制度の維持 

医療費データの分析等を通じて、効率的な医療サービスの利用を促進し、保険財政の

安定化と適正な保険料水準の維持を図ります。 

⑤ がん対策の充実 

小児から高齢世代まで幅広い世代のがん患者に対し、それぞれの希望や世代特有の課

題に応じた個別の支援をがん診療連携拠点病院等と連携して取り組みます。 
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⑶ 介護の充実 
 

医療・介護が切れ目なく提供できる体制づくりを進め、高齢者等が生涯を通じて、住

み慣れた地域で安心して暮らせる社会をつくります。 

 

【現状と課題】 

今後も2030年頃まで後期高齢者数は増加します。高齢者が生涯を通じて、住み慣れた地

域で安心していきいきと暮らせる社会づくりが必要です。そのためには、介護予防や重度化

防止、認知症施策のより一層の充実や、支え合いの仕組みづくりが求められます。 

また、介護従事者自身の高齢化や、生産年齢人口の減少、他業種への人材流出などによ

り、介護人材の確保はますます厳しい状況となっています。特に、中山間地域・離島では、

今後のサービス基盤をどのように維持していくか、地域のニーズに応じた検討が必要です。 

第１期計画では、中高年齢者など多様な人材の確保や、職員研修への支援、ＩＣＴ導入に

よる環境改善等を進めていますが、介護人材の確保は需要を満たすまでには至っておらず、

引き続き取組を進める必要があります。 

高齢者が、住み慣れた地域で安心して暮らせるよう、医療、介護、予防、住まい、生活支

援サービスが、切れ目なく、一体的に提供される仕組みづくり（地域包括ケアシステム）を

進めていく必要があります。 

 

【取組の方向】 

① 介護予防の推進 

市町村が実施する通いの場の創出や高齢者の総合相談機能を担う地域包括支援センタ

ーの運営を支援し、介護予防や重度化防止を図ります。 

② 生活支援の充実 

高齢者の日常生活を支援する担い手養成や地域住民が主体となった支え合いの仕組み

づくりを市町村等と連携して進めます。 

③ 介護サービスの充実 

介護サービス事業者への必要な指導や支援、介護保険制度の安定した運営の支援を進

めるとともに、地域におけるサービス提供体制の維持・再編に向けた検討が進むよう支援

することで、地域に必要な介護サービスの確保を図ります。 

④ 医療との連携 

訪問看護の推進や多職種連携、地域における医療介護連携強化に向けた議論の促進に

よる切れ目のない在宅医療・介護の提供体制を構築していきます。 

⑤ 認知症施策の推進 

認知症に関する普及啓発や相談体制の充実、医療・介護の切れ目のない連携を進め、認

知症の人の意思が尊重され、尊厳を保持しつつ希望を持って暮らすことができる社会の実

現を目指します。 

⑥ 介護人材の確保 

市町村や地域の関係者と連携しながら、介護職のイメージアップ、多様な人材の確保・

育成、早期離職防止等の人材定着、ＩＣＴ導入等による現場の業務改善等に取り組みま

す。 

下線部は「取組の方向」の

新規・変更箇所 
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２ 地域共生社会の実現 

⑴ 地域福祉の推進 
 

公的サービスとボランティアや地域の活動との連携や、住民相互の支え合いにより、

住み慣れた場所で、安心して暮らせる社会を目指します。 

 

【現状と課題】 

少子高齢化の進展に伴う社会構造の変化や、県民の生活意識の多様化により、住民同士

のつながりが希薄になり、地域での相互扶助の機能が低下する傾向が見られます。 

このような中、厳しい経済情勢がもたらした雇用不安や生活不安などにより、生活困窮や

子どもの貧困、ひきこもり、孤独・孤立など、地域福祉を取り巻く課題は深刻化していま

す。さらに、課題が複雑化・複合化しているケースや、問題を抱えていても公的な福祉サー

ビスの制度の狭間にあって対応が難しいケースが生じてきています。 

こうした社会の変化を踏まえ、全ての県民が住み慣れた場所で、尊厳を持ちながら、安心

して暮らしていくためには、日常の生活圏で、必要な時に、身近な場所で相談でき、必要な

サービスや支援を受けながら生活していくことのできる仕組みをつくっていくことが重要

です。 

また、県民のニーズに対応した質の高い福祉サービスを確保することや、公的機関と地域

の多様な主体が連携し、複雑化・複合化した課題に対して包括的に支援する体制を構築す

ることも必要です。 

そのためにも、地域福祉の担い手である県民一人ひとりが福祉に対する正しい理解と深

い認識を持つことや、地域住民や自治会、ボランティア、ＮＰＯなどによる地域での支え合

いの体制づくりを進めていくことが求められています。 

 

【取組の方向】 

① 地域福祉の推進 

各市町村における住民参加による地域福祉の推進を支援し、住み慣れた場所で安心し

て暮らせる地域づくりを推進します。 

また、県民の複雑化・複合化した課題に対応できるよう、各市町村における包括的な支

援体制の構築を支援します。 

② 福祉サービスの充実 

福祉サービスの利用に関する支援体制の整備により、誰もが身近な生活圏で福祉サー

ビスが受けられる仕組みづくりを推進します。 

③ 民生委員・児童委員活動の推進 

地域福祉の主たる担い手である民生委員・児童委員の活動を支援し、地域における支

え合いや見守りの体制づくりを推進します。 

④ 社会福祉法人の地域貢献の推進 

地域において様々な公益活動に取り組んでいる社会福祉法人が、適正な運営を行うと

ともに、他の事業主体では対応が難しい活動や課題へ積極的に取り組むことができるよ

う支援します。  
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⑵ 高齢者の活躍推進 
 

人生100年時代を見据え、高齢者が生きがいを持って地域の支え手として活躍できる社

会を目指します。 

 

【現状と課題】 

島根県の年齢別人口割合は、３人に１人が高齢者（65歳以上）であり、今後もその割合は

上昇していくことが見込まれています。 

人口減少とも相まって、地域を支える力が減衰する中で、高齢者に期待される社会的な役

割は増大しています。高齢者の体力的年齢は若くなっており、能力や意欲に応じて、何らか

の形で地域と関わりを持ち続けることが、健康寿命を延ばすのに有効であることが指摘さ

れています。 

第１期計画では、60歳以上の方の学びの場であるくにびき学園において、高齢者がさらに

活躍の場を広げ、地域に根ざした活動を担う人材の育成を目的にカリキュラムの見直しを

行いました。今後は、くにびき学園修了生の地域活動への参加につなげていく必要がありま

す。 

人生100年と言われる時代に、高齢者が、それまでの人生で培ってきた豊かな知識や経験

を活かしながら、地域の中で、まだまだ様々なことにチャレンジできることを知ってもら

い、地域活動の中で生きがいを醸成し、楽しく元気に活躍してもらうための仕組みを構築し

ていく必要があります。 

 

【取組の方向】 

① 高齢者の学びの場の充実 

高齢者が、更に活躍の場を広げ、地域に根ざした活動を担ってもらえるよう、学びの場

の充実に取り組みます。 

② 高齢者の地域活動への参加促進 

活動促進コーディネーターの配置などにより、市町村や地域組織、ＮＰＯ等との連携を

強化して、シニア世代の地域活動への参加を促進するとともに、地域活動等をしている老

人クラブの活動を支援します。 

地域づくりに貢献している、又は、貢献することができる高齢者に「わが島根づくりマ

イスター」の称号を与えることで、地域活動の機運を高めます。 

③ 生涯現役の機運醸成 

75歳を過ぎても様々な活動をされている方や100歳を超えて健康で活躍している方への

顕彰等により、生涯現役の機運醸成を図ります。 
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⑶ 障がい者の自立支援 
 

障がいのある人が、住みたい地域で自立した生活を営むことができる社会をつくりま

す。 

 

【現状と課題】 

県内の身体障害者手帳の所持者数は減少傾向にありますが、療育手帳、精神障害者保健

福祉手帳所持者数は増加傾向にあります。 

障がいのある人が日常生活や社会生活を営む上では障壁となるような事物や意識などが

あり、こうした社会的障壁を取り除き、障がいのある人全てが、障がいの種別や程度にかか

わらず、住みたい地域で自立して暮らしていけることが重要です。 

そのために、住まいの場や働く場、地域生活を支援する福祉サービスの確保等に加えて、

乳幼児期から学卒期、就業に至るまで、生活全般を切れ目なく支援する体制の構築が必要

です。 

障がいのある人は、地域社会の一員として、様々な活動に参加し活躍されていますが、さ

らに、一人ひとりの個性と能力が存分に発揮され、充実した生活が送れるような環境を整備

していく必要があります。 

また、県民一人ひとりが、障がいに対する正しい知識や理解を深め、障がいを理由とする

差別をなくし、障がいの有無にかかわらず共に支え合う社会を実現していくことが必要で

す。 

 

【取組の方向】 

① 障がい理解の促進 

県民一人ひとりが多様な障がいの特性や必要な支援を理解し、日常生活での手助けの

実践をするような社会を目指し、一層の啓発活動を推進します。 

② 福祉サービス等の充実 

身近な地域で支援が受けられるよう、専門的な人材の確保・育成、相談支援体制の充

実、サービス提供基盤の整備等を進めます。 

③ 障がい者の日常生活支援の充実 

障がいのある人があらゆる分野の活動に参加するために、情報の十分な取得利用や円

滑な意思疎通、生活に必要な訓練等が受けられる体制の充実を図ります。 

④ 障がい者の就労支援 

地域の支援機関と企業等の連携を強化し、障がいのある人の適性に応じた企業への就

労支援、福祉施設等での就労訓練等の充実、施設での工賃水準の向上を図ります。 

⑤ 障がい者のスポーツ・文化芸術活動の促進 

障がいのある人の地域生活の充実や社会参加を促進するため、スポーツ・レクリエーシ

ョン活動や文化芸術活動への参加機会の拡大を図ります。  
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⑷ 子育て福祉の充実 
 

特別な配慮が必要な子どもやその家庭への相談・支援体制を充実し、その権利を守り、

社会への自立を進めます。 

 

【現状と課題】 

県内の児童虐待の相談件数は高止まりの状況にあることから、未然防止や早期発見・早

期対応の充実を図る必要があります。 

里親への委託や児童福祉施設への入所利用など社会的養護を必要としている子どもの中

には、被虐待児や発達障がい児など手厚い支援を要する子どもが増加しています。より家庭

的な環境の下での養育や専門的ケア、家庭復帰や自立に向けたきめ細かな支援の充実が必

要となっています。 

第１期計画では、里親登録世帯数は増加したものの、県民や市町村職員等の里親制度へ

の理解は十分ではなく、子育て経験のない未委託里親も多く、委託後の里親への支援体制

の強化が必要となっています。 

また、ひとり親家庭は依然として経済的に厳しい状況に置かれた家庭も多く、子どもの貧

困対策の観点からも、関係機関が連携して自立を支援していく必要があります。 

 

【取組の方向】 

① 児童虐待対応の充実 

児童虐待など家庭における複雑・困難な課題にできるだけ早期から適切に対応できる

よう、児童相談所の専門的機能の充実や施設整備などの体制強化に取り組むとともに、

市町村のこども家庭センターにおける母子保健と児童福祉の一体的な相談支援機能がさ

らに充実するよう支援します。 

② 社会的養育の推進 

子育てに困難を抱える家庭への相談・支援体制の充実など社会的養育を推進します。

一方で、里親委託や施設入所といった社会的養護が必要な児童については、家庭的な環

境において安定した人間関係の中で養育されるよう、里親委託の推進や里親支援の強化、

児童福祉施設の小規模・多機能化などを進め、児童の自立支援や自立後の支援体制の構

築に取り組みます。 

また、支援に当たっては児童の権利擁護が図られた環境を整備します。 

③ ひとり親家庭の自立支援 

ひとり親家庭に対しては、子育てと生活支援、就業支援、養育費の確保支援、経済的支

援を一体的に提供できるよう、関係機関との連携を強化し、個々のニーズに応じた自立を

支援します。 
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⑸ 生活援護の確保 
 

貧困など様々な困難を抱えた人などが自立し安定した生活を送れる社会の実現を目指

します。 

 

【現状と課題】 

県内の生活保護世帯数及び受給者数は近年減少していますが、単身の高齢者世帯は横ば

いで推移しています。 

生活に困窮している県民に対しては、最低限度の生活を保障し世帯の自立を助長する生

活保護制度による支援を行うことや、生活保護に至る前の段階で自立相談などを行う生活

困窮者自立支援制度の相談支援体制の充実を図る必要があります。 

令和６年（2024年）版こども白書では、ひとり親世帯の21.1％、子どもがいる世帯の12.1％

が食料を買えない経験をしたことがあるとされているなど、貧困によって、日々の食事に困

っている子どもがいるとされています。また、生活に困窮している家庭の子どもたちが、学

習の機会を十分に得られない、あるいは進学をあきらめざるを得ない実情があるとされてお

り、国と地方自治体の緊密な連携の下、福祉、教育、雇用などの関連分野による総合的な取

組が必要です。 

ひきこもりについては、ひきこもりの長期化が懸念されることから、医療や福祉の適切な

支援につながるよう相談体制を充実していく必要があります。 

 

【取組の方向】 

① 経済的に困窮した人の自立支援 

経済的に困窮している方に対する就労支援や日常生活・社会生活における自立のため

の支援が包括的かつ継続的に行われるよう、自立相談支援機関を対象とした研修機会の

提供により市町村の相談・支援体制の充実を図ります。 

② 子どもの貧困対策の充実 

市町村と連携しながら貧困の状態にある子どもの実態を把握し、福祉、教育、雇用など

の関連分野が連携して総合的な施策展開を図ります。 

③ ひきこもり支援 

本人や家族からの相談に応じるために、市町村や関係機関との連携を強化しながら、人

材育成や専門的な相談への対応の充実を図ります。 
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教育の充実や、スポーツ・文化芸術の振興などを通じて、県民一人ひとりがいきいき

と心豊かに暮らせる社会をつくります。 
 

未来を担う子どもたちには、心身の健康や学力を身に付け、ふるさとへの誇りや思いやりの

心が育まれるよう、学校・家庭・地域が連携し、発達の段階に応じたきめ細かな教育を行いま

す。 
 

県民一人ひとりが、お互いの人権を尊重し、それぞれの個性や能力を発揮して、スポーツや

文化芸術に興じたり、地域づくりに貢献するなど、多様な価値観やライフスタイルに応じて社

会参加できる環境をつくります。 

 

取り組む政策・施策 

１ 教育の充実 
⑴ 発達の段階に応じた教育の振興 ............................................ 71 

⑵ 学びに向かう力と人間性を高める教育の推進 ................................ 73 

⑶ 学びを支える教育環境の整備 .............................................. 74 

⑷ 青少年の健全な育成の推進 ................................................ 75 

⑸ 高等教育の推進 .......................................................... 76 

⑹ 社会教育の推進 .......................................................... 77 

２ スポーツ・文化芸術の振興 
⑴ スポーツの振興 .......................................................... 78 

⑵ 文化芸術の振興 .......................................................... 79 

３ 人権の尊重と相互理解の促進 
⑴ 人権施策の推進 .......................................................... 80 

⑵ 男女共同参画の推進 ...................................................... 81 

⑶ 国際交流と多文化共生の推進 .............................................. 82 

４ 自然、歴史・文化の保全と活用 
⑴ 豊かな自然環境の保全と活用 .............................................. 83 

⑵ 文化財の保存・継承と活用 ................................................ 84 
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１ 教育の充実 

⑴ 発達の段階に応じた教育の振興 
 

幼小中高で連携を図りながら、確かな学力を身に付け、豊かな心を育み、自らの未来

に向けて挑戦し、社会に貢献する子どもたちを育てます。 

 

【現状と課題】 

変化が激しく予測が困難な現代社会においては、主体的に判断し、多様な人々と協働し

ながら新たな価値を創造する人材を育成することが求められています。 

今後、こうした社会を担う子どもたちに求められる資質・能力を育むため、幼児期から高

校までの全ての教育活動に組織的に取り組む必要があります。 

子どもたちの資質・能力を育むうえでは、幼小連携・接続の取組や、基礎学力の定着、読

書や道徳教育、体験活動等を通して確かな学力と豊かな心を養うこと、自他を等しく大切

にし人権を尊重する人権意識を培うことも重要です。また、教職員の学習指導の充実や児

童生徒の学習支援のため、各学校において、課題を踏まえた授業改善に取り組むことが必要

です。 

私立学校も大きな役割を担っており、特色ある教育や学校づくりをさらに進めていく必

要があります。 

近年、特別な支援の必要な子どもが増加しており、その障がいの特性が多様であるため、

個別の相談・支援といった一人ひとりに応じた教育を提供していく必要があります。 

子どもたちの体力は、向上傾向が見られるものの、運動習慣のない子どもの割合は高まっ

ています。また、睡眠時間の減少や朝食欠食など生活習慣の乱れが、子どもの心身の健康へ

影響することが懸念されており、子どもの体力向上や望ましい生活習慣の形成に向けた取

組が必要です。 

 

【取組の方向】 

① 学力の育成 

子どもたちが学ぶ意義を理解し、学んだことを自分の人生や社会に活かせるよう、基礎

学力の定着を図るとともに、一人一台端末等のＩＣＴ機器を効果的に活用しながら、個々

の学習への関心や意欲を高め、達成感が得られる授業への改善を通じて、確かな学力を育

みます。 

② 幼小連携・接続の推進 

生涯にわたる人格形成の基礎を培うこととなる幼児教育において育まれた学びに向か

う力等を小学校以降の主体的な学びに接続できるよう、幼児教育施設（幼稚園、保育所

等）・小学校・地域・保護者が一体となって、円滑な幼小連携・接続を推進します。 

③ 特別支援教育の推進 

特別な支援の必要な子どもが自立し、社会参加していくために、一人ひとりの教育的ニ

ーズを把握し、きめ細かな教育を推進します。 

④ 人権意識の向上 

人権感覚や自他を大切にしようとする意識・意欲・態度が高まるよう、インターネット

下線部は「取組の方向」の

新規・変更箇所 
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上における差別などの新たな人権課題も踏まえた教育活動を推進します。 

⑤ 心身の健康づくり 

子どもたちが生涯にわたり健康的な生活を送ることができるよう、食や睡眠の重要性

や、メディアとの適切な接し方など、望ましい生活習慣の形成に取り組みます。 

⑥ 子どもの体力向上 

子どもたちが体を動かすことや体育の授業が「楽しい」と思えるよう、運動遊びや授業

を工夫し、幼児期から発達段階に応じた体力づくりを推進します。 

⑦ 読書活動の推進 

読書活動を通じて、読書の楽しさを味わうとともに、確かな学力を身に付け、豊かな心

を育むために、乳幼児からの読書習慣の定着や、学校図書館を活用した探究的な学び、情

報活用能力の育成を推進します。  



Ⅵ 心豊かな社会をつくる 

１ 教育の充実 

73 

 

⑵ 学びに向かう力と人間性を高める教育の推進 
 

学校・家庭・地域が連携・協働し、ふるさとに愛着と誇りを持ち、感性豊かで主体的

に学び続ける子どもを育みます。 

 

【現状と課題】 

子どもたちの教育は、学校だけでなく、学校・家庭・地域がそれぞれの役割を果たしつ

つ、相互に連携して行うことが重要です。 

これからの学校は、社会に開かれた学校となり、家庭や地域に対して積極的に働きかけを

行い、家庭や地域と共に子どもたちを育てていくことが必要です。 

また、家庭教育は全ての教育の出発点ですが、核家族化や地域とのつながりの希薄化など

を背景に、子育ての悩みや不安を抱えたまま保護者が孤立してしまうなど、家庭教育におけ

る課題が指摘されており、身近な地域における保護者への支援を充実させていく必要があ

ります。 

感性豊かで主体的に学び続ける子どもを育むために、地域の教育力を活かし、地域の支援

を受け、より多彩で活発な学校の教育活動を展開するとともに、将来にわたりスポーツや文

化芸術、地域活動などに親しむことができる機会を確保していく必要があります。 

 

【取組の方向】 

① 地域と連携・協働した教育の推進 

子どもたちの「生きる力」を育むため、学校・家庭・地域が連携・協働して、ふるさと

教育や、地域、県内大学、地元企業等と連携した探究的な学びに取り組むことのできる教

育環境を整備します。 

② 家庭教育支援の推進 

保護者が安心して家庭教育を行えるよう、地域において、保護者や地域住民を対象とし

た子育てに関する学習機会の提供や、相談対応、情報提供による人間関係づくり、環境づ

くりなどを行う市町村の取組を支援します。 

③ 地域と連携した活動の充実 

子どもたちがスポーツや文化芸術、地域活動などを通じて、自主性・協調性・連帯感を

育み、それぞれの能力や興味を発見し伸張させ、いきいきと心豊かに暮らしていけるよ

う、地域との連携による学校部活動等の環境整備に取り組みます。 
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⑶ 学びを支える教育環境の整備 
 

児童生徒の学びを支え、安心して学校生活を送れるよう、教育的環境の形成と施設の

安全確保に努めます。 

 

【現状と課題】 

多くのものがあふれ、情報化、少子高齢化、核家族化などといった社会の変容の中で、い

じめの問題や不登校、経済的困難など、子どもたちを取り巻く環境は複雑化、多様化してき

ています。特別な支援の必要な子どもが増加している中で、特別支援学校だけでなく小中学

校等の通常の学級においても、特性に応じたきめ細かな教育が求められています。また、日

本語指導が必要な子どもたちへの特別な教育課程の編成など個々の状況に応じた学習指導

も必要となっています。 

学校が抱える課題も複雑化、多様化しており、教職員が子どもと十分に向き合う時間を

確保することが難しくなっています。スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカー

など多様な専門家による支援や、教員の業務の役割分担・適正化に向けた外部人材の積極

的な活用等による教職員の働き方改革の推進、学校を支える教職員の確保などにより、子

どもたち一人ひとりが一層きめ細かな支援を受けることができる環境づくりが必要です。 

また、子どもたちに安全・安心で豊かな教育環境を提供していくためには、老朽化・狭あ

い化した施設の改修や防災対策に加え、学びの内容の変化や子どもの特性等に対応した施

設整備を進めていく必要があります。 

 

【取組の方向】 

① 学びの機会の保障 

近年のインターネット上における差別を含む様々な課題に対し、子どもと子どもに関

わる全ての人々の人権意識を高めます。また、特別支援教育や日本語指導の充実を図る

とともに、いじめや不登校、経済的困難など学校のみでは解決が困難な課題に対しては、

福祉分野とも連携しながら支援体制を整備し、子どもたちの学びの機会の確保を図りま

す。 

② 学びを支える体制づくり 

学びや部活動等を充実させていくために、地域の人材や専門的な知見を持った人材の

教育活動への参画などを促進するとともに、地域との連携・協働、ＩＣＴを活用した授業

や業務改善等を推進することで教職員が子どもたちにしっかり向き合える体制づくりを

進めます。また、教職員の人材確保に向け、志望者の裾野の拡大や働き方改革に取り組み

ます。 

③ 危機管理体制の充実 

事件や事故、自然災害に加え、学校や子どもを取り巻く安全上の課題に対応するため、

様々な危機事案が発生することを想定し、学校現場の危機管理体制の充実を図ります。 

④ 学校の施設・設備整備 

子どもたちに安全・安心で豊かな教育環境を提供していくために、老朽化・狭あい化し

た施設の改修や防災対策に加え、情報化やバリアフリー化等の施設・設備整備を進めま

す。  



Ⅵ 心豊かな社会をつくる 

１ 教育の充実 

75 

 

⑷ 青少年の健全な育成の推進 
 

青少年が、社会の一員として必要な社会規範や自立性、豊かな人間性・社会性を身に

付け、心身共に健やかに成長できる社会をつくります。 

 

【現状と課題】 

インターネットをはじめとする各種メディアによる有害情報の氾濫やスマートフォンや

ＳＮＳなど様々な機器・サービスが急速に普及するなどの社会環境の変化は、社会全体が利

便性の向上を享受する一方、青少年の健全な育成に悪影響を及ぼすおそれがあります。 

現状では、非行少年数は減少傾向にあるものの、犯罪の形態が多様化し、青少年がインタ

ーネットを利用した犯罪やトラブルに巻き込まれるケースが増加しています。 

健全育成のために求められる取組や支援が多様化する中、学校・家庭・地域・関係団体が

より一層緊密に連携して、規範意識や社会性を高める活動を進めていく必要があります。 

様々な困難を有する子ども・若者の問題も深刻化しており、これらの子ども・若者が円滑

な社会生活を営んでいくことができるよう、自立に向けた相談・支援体制の充実が求められ

ます。 

 

【取組の方向】 

① 青少年の健全育成 

青少年が社会の変化に対応しながら様々な課題に主体的に取り組み、それを周りの大

人が支えていけるよう、関係機関・団体、企業、学校、家庭、地域などが緊密に連携する

ことで、次世代を担う青少年の育成を図ります。 

② 子ども・若者の自立支援 

様々な困難を有する子ども・若者に対して適切な自立支援活動が行われるよう、関係機

関・団体との連携をより一層深めます。 

③ 非行・被害防止活動の推進 

   青少年が加害者にも被害者にもならないための社会環境の整備と広報啓発活動を推進

します。 
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⑸ 高等教育の推進 
 

県内高等教育機関と連携し、地域に密着した研究活動や教育活動の充実を図り、地域

社会に貢献する優れた人材を輩出します。 

 

【現状と課題】 

大学、高等専門学校は、島根の将来を支える人材育成や、学術研究の成果を広く県民に還

元して産業の発展に貢献するなど、重要な役割を担っており、今後より一層地域に密着した

質の高い教育・研究を行うことが求められています。 

また、島根県立大学は、島根県が策定する中期目標に基づき、「地域貢献・教育重視型大

学」を目指し、県民からの期待に応える存在意義の高い大学として、地域に貢献する人材を

輩出し、地域が抱える諸課題に対応する教育・研究の取組を進めています。 

「島根創生を担う人材」を地域に輩出するため、県内高等教育機関、県内高校、県内企

業、行政などとの連携を強化し、地域の若者の県内定着につながる県内高校からの入学者

の確保や、県内就職率の向上のための取組が求められます。 

 

【取組の方向】 

① 県立大学の人材育成 

「地域に貢献する人材を輩出する大学」を目指し、県内で不足する専門人材や地域産

業のＤＸを推進していく人材、国際的な視野を併せ持ち、多角的な視点で地域を捉えるこ

とができるグローカル人材などの育成に取り組むとともに、主体的に問題を発見・整理・

解決できる実践力を兼ね備えた人材を輩出していきます。 

② 県内高等教育機関、県内企業などと連携した県内就職の促進 

県内高等教育機関、県内専修学校（専門学校）、県内高校、県内企業等との連携を強化

し、入試制度の見直しや地域に密着した教育・研究を促進することなどにより、県内高校

からの進学者の増加や県内高等教育機関や県内専修学校の卒業生の県内定着を図ります。 
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⑹ 社会教育の推進 
 

県民一人ひとりが自主的・主体的に生涯を通じた学習に取り組み、その成果を社会生

活で活かすことができるような社会をつくります。 

 

【現状と課題】 

少子高齢化や核家族化、情報化といった生活環境、ライフスタイルの変容に伴い、県民の

学習ニーズは多様化しており、それに対応した情報提供や学びの機会の充実が求められて

います。 

また、少子化や都市部への人口流出などによる地域の担い手不足が進む中で地域を維持

していけるよう幅広い世代が多種多様な学びを通して、人と人とのつながりによるコミュニ

ティの形成を図り、住民の地域づくりへの主体的な参画を促すための環境づくりが求めら

れています。 

生活環境の変化や家族形態の多様化などにより、子どもたちが置かれている状況も様々

であり、全ての子どもたちが学びを深めていく環境づくりが求められています。子どもたち

が自己肯定感を高め、自分や地域の未来に思いを馳せ、地域に貢献したいと行動するきっか

けとなるよう、自然や地域の大人たちと深く関わる機会や、多くの図書に触れる機会を確保

することが必要です。 

 

【取組の方向】 

① 社会教育における学びの充実 

地域住民が主体的に学習活動に取り組み、その学習成果を地域課題解決やまちづくり

等につなげていくため、社会教育士など社会教育関係者の養成とネットワーク化による

人材育成を図るとともに学習支援体制や公民館等の機能の充実を図ります。 

② 体験活動の充実 

全ての子どもたちが様々な体験を重ねていくことは、子どもと地域社会とのつながりを

深めることとなります。こうした体験が、探究的な学びに活かされ、子どもたちが社会の

中で自立していくための力につながるよう体験活動の充実を図ります。 

③ 図書館サービスの充実 

県民一人ひとりのニーズに応じた情報提供の拠点となる図書館の活用が進むよう、市

町村立図書館等とも連携し、教育、文化、産業など多様化する情報ニーズに対応した情報

提供や、様々な地域の課題に対応したサービス提供の充実を図ります。 
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⑴ スポーツの振興 
 

県民一人ひとりが、それぞれの興味・目的に応じ、スポーツに様々な形で参加し、楽

しく健康でいきいきと暮らせる社会をつくります。 

 

【現状と課題】 

スポーツには「する」「みる」「ささえる」など様々な関わり方があります。ライフステー

ジに応じて、多様な形でスポーツに参加することは、心身の健康の増進や、心豊かな暮らし

の実現につながります。 

また、国際大会・全国大会等での島根県選手の活躍は、県民に夢や感動を与え、郷土への

誇りを育みます。令和12年（2030年）に開催を予定している島根かみあり国スポ・全スポに

向けて、競技団体、地域、地元企業等と連携して競技力向上の取組を進めていく必要があり

ます。 

スポーツを通じて豊かさを実感できる社会の実現に向け、年齢、性別、障がいの有無など

にかかわらず、誰もがスポーツに親しむことのできる環境づくりと、競技力向上の取組が必

要です。 

 

【取組の方向】 

① 誰もがスポーツに親しむことができる、ライフステージに応じた生涯スポーツの推進 

スポーツの楽しみ方、関わり方、健康増進への効果などを様々な形で伝え、年齢、性

別、障がいの有無などにかかわらず、生涯を通じてスポーツを楽しむ人を増やします。 

② 子どもたちの心身を健やかにはぐくむ学校体育等の充実 

幼児期から体を動かす機会を充実させ、スポーツを楽しむ子どもたちを増やします。ま

た、学校体育や部活動などを通じてそれぞれの能力を伸ばし、特性・志向に合ったスポー

ツへの主体的な取組を支援するとともに、地域との連携により、子どもたちが将来にわた

りスポーツに親しむことができる機会や環境を確保します。 

③ 県民に夢と感動を与える競技スポーツの推進 

国民スポーツ大会をはじめとする全国規模の大会で活躍する選手を育成するため、競

技団体や地域の指導者と共に、競技力向上の取組を行います。 

また、島根かみあり国スポ・全スポに向け、指導者の確保や競技役員の養成等を進めま

す。 

④ 地域ではぐくむ、スポーツを楽しむ環境づくり 

地域でスポーツの普及・振興を担う総合型地域スポーツクラブや、スポーツ推進委員な

どの活動を支援します。また、島根県スポーツ協会、島根県障害者スポーツ協会、島根県

レクリエーション協会、地域に密着したスポーツチーム等と協力し、スポーツを楽しむ環

境を充実させます。  
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⑵ 文化芸術の振興 
 

広く県民が文化・芸術を鑑賞し、参加し、創造しながら、いきいきと心豊かに暮らせ

る地域をつくります。 

 

【現状と課題】 

文化芸術は、人々に感動や喜び、安らぎをもたらすとともに、創造力や表現力、豊かな感

性を養うものであり、県民一人ひとりが日常の暮らしの中でゆとりや潤いを実感できる心

豊かな生活の実現に大きな役割を果たします。 

県民文化祭や文化芸術団体の活動など、県民の自主的かつ主体的な文化芸術活動を促進

するには、鑑賞、参加、創造する機会の確保や担い手の育成により、文化芸術活動の裾野を

拡大することが重要です。 

県立美術館、芸術文化センター、県民会館などの文化施設には、地域の文化芸術の拠点と

して、美術、音楽、舞踊、演劇、伝統芸能など、多様な文化芸術に触れる機会を提供するだ

けではなく、教育・普及活動や文化芸術団体の育成・支援などの機能を果たすことが求めら

れています。 

また、世界的にも貴重なコレクションや、音響に優れたホール施設等の魅力を活かし、観

光振興・地域振興につなげていくことも必要です。 

 

【取組の方向】 

① 創造的な文化芸術活動の拡大 

県民文化祭の開催や文化事業に対する助成などにより、文化芸術活動の裾野の拡大、

県民の自主的かつ創造的な文化芸術活動の支援に取り組みます。 

② 文化芸術活動を担う人材育成 

学校・地域・文化芸術団体等と連携して、多様な文化芸術に触れる機会を提供するとと

もに、青少年が地域において文化芸術活動に継続して親しむことができるよう環境づく

りに取り組みます。 

③ 県立文化施設の活用と機能の充実 

県立美術館、芸術文化センター、県民会館などの文化施設を活用して、多様な文化芸術

の鑑賞・発表機会の充実が図られるよう、また、県民にとって利用しやすい施設となるよ

う、機能の充実などに取り組みます。 

北斎コレクションなど世界的にも貴重なコレクションを活かし、観光振興・地域振興に

つながる取組を進めます。 

④ 県内の文化施設の連携強化 

県内の文化施設の連携を強化するなどにより、広く県民が文化芸術に触れる機会の充実

を図るとともに、文化芸術の振興を通して、観光振興・地域振興につなげます。 
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⑴ 人権施策の推進 
 

県民一人ひとりが人権の意義や重要性を認識し、人権が尊重され、偏見や差別のない

住みよい社会をつくります。 

 

【現状と課題】 

差別意識は、同和問題をはじめ、様々な人権問題において依然として根深く存在していま

す。これまで人権の意義や重要性について理解を深め、人権尊重の意識を高めるために、人

権教育や人権啓発に取り組んできましたが、学校でのいじめや女性、子ども、高齢者、障が

いのある人などに対する人権を侵害する行為は、後を絶たない状況にあります。 

また、外国人住民や障がいのある人への配慮や、インターネットによる誹謗中傷への対

応、性的指向・性自認の多様性に関する理解増進、災害時における高齢者等への配慮などの

課題が顕在化しています。 

平成28年（2016年）に「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」、「本邦外出身

者に対する不当な差別的言動の解消に向けた取組の推進に関する法律」、「部落差別の解消

の推進に関する法律」、令和５年（2023年）に「性的指向及びジェンダーアイデンティティ

の多様性に関する国民の理解の増進に関する法律」が施行され、これまで以上に人権教育や

人権啓発の充実が求められています。 

県では、多様な性を認め合い性的少数者の方々が自分らしく生きることのできる環境を

つくるため、令和５年（2023年）10月から「島根県パートナーシップ宣誓制度」を市町村と

共同で実施しています。今後も、様々な人権課題の解決に向けてより一層取り組んでいく必

要があります。 

 

【取組の方向】 

① 人権啓発・人権教育の推進 

学校や家庭、職場、地域など、様々な場を通じて、県民一人ひとりの人権を尊重する意

識を高め、差別を見抜き、差別をなくす実践力を培う人権啓発や人権教育を推進します。 

② 様々な人権課題に対する施策の推進 

深刻化、多様化する様々な人権課題の解決に向けて、市町村をはじめ関係機関、団体、

企業等と連携し、人権施策を総合的かつ効果的に推進します。 
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⑵ 男女共同参画の推進 
 

県民一人ひとりが、性別に関わりなく個性と能力を発揮でき、共に支え合う地域社会

をつくります。 

 

【現状と課題】 

男女共同参画に向けた様々な取組により、男女共同参画に対する理解は少しずつ浸透し

てきましたが、固定的な性別役割分担意識は依然として残っています。 

男女共同参画社会を実現するためには、県民一人ひとりの理解をさらに深めていくこと

が欠かせないため、学校における教育・学習の推進や、地域・職場における広報・啓発など

を図っていくことが必要です。 

また、政策・方針決定過程への女性参画を促すことにより、家庭・職場・地域など、社会

のあらゆる場面において男女が平等に参画でき、その個性と能力が十分に発揮できる環境

づくりに取り組むことが必要です。 

令和６年（2024 年）４月に「困難な問題を抱える女性への支援に関する法律」が施行さ

れ、県には困難な問題を抱える女性への支援の中核的な役割を果たすことが求められてい

ます。 

県の女性相談窓口での相談状況は近年4,000件前後で推移し、そのうちＤＶを主訴とする

相談は600件程度と依然高い状況にあるため、ＤＶ被害者からの相談や一時保護等に適切な

対応が必要です。また、ＤＶの発生を未然に防ぐことができるよう、幼少期からのライフス

テージに応じた県民への周知等を通じてＤＶに対する正しい知識と認識を深めていく必要

があります。 

 

【取組の方向】 

① 男女共同参画の意識啓発 

県民一人ひとりの男女共同参画に対する理解をさらに深めるため、学校などにおける

教育・学習の推進、県民、市町村、関係団体等との連携による広報・啓発を行います。 

② 女性相談の充実、ＤＶ被害者等の支援 

日常生活を営む上で困難な問題を抱える女性の相談に広く応じ、支援するとともに、

ＤＶ等女性に対する暴力の根絶に向けて啓発活動を行います。 

ＤＶ被害者等の安全確保及び自立に向けて、関係機関と連携して支援を行います。 
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⑶ 国際交流と多文化共生の推進 
 

グローバル化の進む社会で活動する人材を育てるとともに、外国人住民との相互理解

を深め、多文化が共生する地域をつくります。 

 

【現状と課題】 

国際的な相互依存関係が深まる中、県内の企業では輸出の拡大や外国人雇用が進み、教

育機関では留学生の相互派遣や共同研究が行われています。また、県内への外国人観光客

は、コロナ禍で一時的に減少したものの徐々に回復しており、県民が外国人との関わりを持

つ機会は増しています。 

こうしたグローバル化の進む社会では、国際感覚を持ち、外国人とのコミュニケーション

能力を有する人材の育成や島根県の地理的・歴史的・文化的特性を活かした国際社会の発

展への貢献が求められます。 

県内の外国人住民人口は年々増加するとともに、多国籍化や定住化が進んでおり、地域

における生活者である外国人住民に対し、生活全般に係る支援が必要となっています。さら

に、外国人住民が抱える課題は多様化、複雑化しており、今後も生活全般やライフステージ

に応じた支援を行うための環境を整える必要があります。 

外国人住民と日本人住民とが地域で共に暮らしていくためには、住民一人ひとりが、言語

や文化、生活習慣、価値観など、多様性を認め合い、相互理解を深める多文化共生の取組が

求められます。 

 

【取組の方向】 

① 国際交流の推進 

国際社会での相互理解を深め、国際的な感覚を養い、コミュニケーション能力を高める

など、グローバル化する社会で活動できる人材を育成します。 

② 多文化共生の推進 

市町村や関係機関等と連携し、外国人住民に対して、必要な情報の多言語化や相談体

制の整備、日本語教育機会の提供をはじめ、教育・子育てや、医療・福祉、防災など生活

全般やライフステージに応じた支援を行い、外国人住民と日本人住民との相互理解を促

進することで、多文化が共生する地域づくりを進めます。 

 



Ⅵ 心豊かな社会をつくる 

４ 自然、歴史・文化の保全と活用 

83 

４ 自然、歴史・文化の保全と活用 

⑴ 豊かな自然環境の保全と活用 
 

心豊かに暮らすために身近な自然環境を保全し、また、人々の活動の舞台として、歴

史・文化で彩られた自然景観や色々な動植物が生きる自然環境の魅力を活用します。 

 

【現状と課題】 

「しまねの豊かな自然」は、人口減少や高齢化等の影響により、自然環境や景観の維持・

保全をすることが厳しい状況にあります。また、県内に生息生育する野生動植物の中には自

然環境の悪化や人為的に持ち込まれた外来種などの影響により、絶滅の危機に瀕している

ものもあります。 

さらに、私たちを取り巻く社会生活においても、産業構造や生活スタイルの変化によっ

て、近所の里山や川辺などの身近な自然にふれあう場所や機会が少なくなってきています。 

このような状況において、身近な自然にふれあうことや県内各地域で自然保護ボランテ

ィアを中心に取り組まれている自然保護活動への参加、専門家による講習会など、様々な形

で自然に関わることで、多くの県民に恵まれた自然環境を大切にする意識を持ってもらう

ことが必要です。 

また、自然環境の維持や保全ばかりでなく、島根でしか感じられない自然の魅力を、観光

振興や地域を愛する人づくりなどに活かしていくことも必要です。 

 

【取組の方向】 

① 自然保護に対する県民意識の向上 

自然保護活動を支援するとともに、参加者を増やすための活動の普及・啓発を行い、し

まねの豊かな自然環境を県民との協働により保全します。 

② 自然公園等での自然体験の促進 

自然公園、中国自然歩道や地域の身近な自然等を、子どもたちの体験学習や大人を交

えた生涯学習の場として活用し、自然にふれあう機会を増やします。 

③ 自然学習施設等による自然学習の推進 

三瓶自然館、宍道湖自然館、しまね海洋館などの施設を、自然や環境について学ぶため

の拠点施設として活用します。 

④ 自然の活用の推進 

自然体験プログラム等による観光振興やふるさと教育などにおいて、自然の景観や歴

史的価値等を活用します。 

⑤ 快適・安心・安全に利用できる施設の整備と維持管理 

利用者が快適・安心・安全に自然とのふれあい体験を楽しめるように、国、市町村及び

関係団体と連携して、遊歩道などの施設の整備・維持管理に努めます。 
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⑵ 文化財の保存・継承と活用 
 

全国に誇る島根固有の歴史・文化についての調査研究、保存・継承を進め、その魅力

を県内外に積極的に発信し、歴史・文化を通じた人々の交流を促します。 

 

【現状と課題】 

島根には、荒神谷遺跡や加茂岩倉遺跡の青銅器群、全国で唯一完本として伝わる「出雲国

風土記」、出雲大社、松江城などに見られる豊富な歴史・文化が継承されています。また、

石見銀山や石州半紙、佐陀神能、鷺舞など、世界に誇りうる歴史文化遺産も存在していま

す。これらは県民の郷土に対する誇りや愛着を育む基盤であり、観光振興や地域振興に資す

る重要な要素にもなっています。 

このため、県内の歴史・文化の調査研究を進め、その価値や魅力を引き出し、広く情報発

信するとともに、貴重な歴史文化遺産の滅失や衰退を防ぎ、良好な状態で次世代に継承し

ていく必要があります。 

また、地域の文化財に親しみやすい環境づくりを進め、郷土への愛着と誇りの醸成を図る

とともに、歴史文化遺産を通じた観光振興や地域振興にもつなげていくことが求められて

います。 

 

【取組の方向】 

① 歴史文化遺産の調査研究と情報発信 

体系的な調査研究を進め、その成果を、展覧会や、県内外での講演会・オンライン配信

などにより、広く情報発信します。 

② 歴史文化遺産の保存・継承 

文化財の指定等により保護を図り、所有者等による計画的な保存修理や伝統文化の継

承活動などを支援します。 

③ 歴史文化遺産の活用 

地域の文化財について、学校での学習や地域住民による利活用を促進するとともに、解

説板の更新・多言語化等の環境整備や情報発信を推進します。 
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Ⅶ 暮らしの基盤を支える 
 

 

 

 

 

 

 

県民の日常生活を支える生活基盤の確保や、暮らしを取り巻く豊かな環境の保全に取

り組みます。 
 

人々が地域で仕事を営み、快適な生活を送るうえで、上下水道、道路等の公共施設や、地域

の交通手段等の社会インフラは欠かすことができません。人口減少などが進む中でも、必要な

インフラを確保していきます。 
 

豊かな自然に恵まれた環境や、地域風土に根ざした景観は、島根の大きな魅力であり財産で

す。島根に暮らす人と訪れる人のために、将来にわたって豊かな環境を保全していきます。 

 

取り組む政策・施策 

１ 生活基盤の確保 
⑴ 道路網の整備と維持管理 ................................................. 87 

⑵ 地域生活交通の確保 ..................................................... 88 

⑶ 上下水道の整備と維持管理 ............................................... 89 

⑷ 竹島の領土権確立 ....................................................... 90 

２ 生活環境の保全 
⑴ 快適な居住環境づくり ................................................... 91 

⑵ 環境の保全と活用 ....................................................... 92 
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１ 生活基盤の確保 

⑴ 道路網の整備と維持管理 
 

道路の効率的・計画的な整備や維持管理により、県民の安全・安心、快適な日常生活

や産業活動を確保します。 

 

【現状と課題】 

島根県内は自動車が主要な移動手段であるため、道路は通勤、通学、通院、買い物など、

人々の日常生活を支える重要なインフラです。県では、道路の整備や維持管理の進め方を示

した「島根の『つなぐ道プラン2020』」に基づき、取組を進めています。 

現在、県内の国・県道の２車線改良率は、全国約80％に対し約70％にとどまっており、今

後も道路の整備は着実に進める必要があります。 

特に、県内の道路網の骨格となる、県内外の都市間をつなぐ道路や災害時の円滑な避難、

救急活動、物資輸送を確保するための緊急輸送道路などについては、優先的に整備を進め

る必要があります。 

あわせて、各地域と生活圏中心都市をつなぐ主要な道路や、それらと一体となって各地域

間をつなぐ道路などについても、計画的に整備を進める必要があります。 

また、県では、国道、県道約3,060㎞を管理しています。橋梁、トンネルをはじめとする

道路施設は交通荷重の増大や経年劣化により老朽化が進行しており、将来に渡って道路を

安全に利用し続けられるよう、計画的に適正な管理を行うことが必要です。 

 

【取組の方向】 

① 骨格幹線道路の整備 

県内の道路網の骨格となる、県内外の都市間をつなぐ道路であり、災害時などの輸送路

として重要な役割を担う道路を骨格幹線道路に位置付け、優先的に整備します。 

② 幹線道路・生活関連道路の整備 

各地域と生活圏中心都市をつなぐ主要な道路や、それらと一体となって各地域間をつな

ぐ道路などを幹線道路・生活関連道路（優先整備区間）に位置付け、地域の実情や課題に

応じ、効率的・計画的に整備します。 

③ 道路網の維持管理 

老朽化の進む道路施設については、定期的な点検と早期の修繕により、維持管理費用

の縮減と長寿命化を図ります。 

また、効率的でより高度な維持管理体制の構築に努めます。 
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⑵ 地域生活交通の確保 
 

通勤、通学、通院、買い物など、県民の日常生活を支える鉄道や路線バスなどの地域

の交通手段を確保します。 

 

【現状と課題】 

鉄道や路線バスなどの公共交通を確保することは、高齢等により車の運転を控える方や

移動手段を有していない方々が、安心して住み続けることができる環境を維持する上で重

要です。 

しかしながら、路線バスにおいては、人口減少等に伴う利用者の減少や、運転手不足など

から、路線の廃止や減便をせざる得ない現状にあること、鉄道については、一部の鉄道事業

者が利用の少ないローカル線について、路線の在り方を見直そうとする動きがあるなど、公

共交通を取り巻く環境は、これまで以上に厳しい状況にあります。 

こうした中、公共交通を確保することが容易でない地域などにおいては、地域の実情に応

じて交通手段を見直し、日常生活を支える地域生活交通を確保する必要があります。 

また、隠岐地域においては、離島航路の利便性が島民の生活に与える影響が極めて大きい

ことから、本土の鉄道等の運賃と比べて割高な航路運賃の低廉化を継続し、隠岐航路の利

用者へのサービス向上を図る必要があります。 

 

【取組の方向】 

① 路線バスやタクシーなどの維持・確保 

地域の実情に応じて、最適な交通手段への転換を図ることなどにより、地域生活交通が

確保されるよう市町村と連携して取り組みます。 

住み慣れた地域で、安心して住み続けることができるよう、市町村及び交通事業者と連

携し、地域生活交通の担い手の確保に向けた取組を進めます。 

② 鉄道の利用促進 

一畑電車については、沿線２市や事業者と連携して、安全確保と利用促進の取組を進

め、宍道湖北岸の公共交通の確保を図ります。 

ＪＲ路線については、沿線自治体をはじめ関係者と緊密に連携し、県内各路線の利用

促進に向けた取組を進めます。 

③ 隠岐航路の維持・利便性向上 

隠岐航路における運賃の低廉化や、船舶の運航経費等に対する支援を行うほか、運航

事業者による積極的なサービス向上の取組を促進します。 
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⑶ 上下水道の整備と維持管理 
 

ライフラインである上水道と下水道の整備や維持管理により、県民の安全で快適な生

活環境を確保します。 

 

【現状と課題】 

上水道については、県内の水道施設普及率はほぼ100％ですが、施設の老朽化が進んでお

り、法定耐用年数を超える管路の更新率、基幹管路の耐震化率が全国平均より低い状況に

あります。人口減少により料金収入の減少が見込まれる中であっても、施設の更新・耐震化

を進め、将来にわたり安全な水の安定供給を維持していくため、「島根県水道広域化推進プ

ラン」に基づく取組を進めることが必要です。 

下水道については、県内の汚水処理人口普及率は着実に向上しているものの、全国平均

と比べると10％程度低くなっています。特に西部地区で整備が遅れており、計画的に進めて

いく必要があります。 

また、今後多くの施設で進む老朽化や、人口減少に伴う使用料収入の減少への対策を講

じ、事業を持続可能なものとしていくため、「島根県汚水処理広域化・共同化計画」に基づ

く取組を進めることが必要です。 

 

【取組の方向】 

① 上水道の安定供給 

水道事業者等が行う水道施設の更新・耐震化や、水道事業の広域連携・経営基盤の強

化を進めます。 

② 下水道の整備と維持管理 

公共下水道、農業集落排水、漁業集落排水、合併浄化槽等の汚水処理施設の整備・更新

を、市町村と連携しながら計画的、効率的に進めます。 

また、各市町村による広域化・共同化の推進や、施設の長寿命化対策、維持管理の効率

化などの取組を進めます。 
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⑷ 竹島の領土権確立 
 

竹島問題の平和的解決と竹島の領土権確立を目指し、政府と連携して国民への啓発に

よる世論形成や国際社会への情報発信を行います。 

 

【現状と課題】 

竹島は、歴史的にも国際法上も日本固有の領土であることは明らかですが、韓国による不

法占拠が70年以上にもわたって続いています。 

政府は国際法に則った平和的な解決を目指し、これまで３回、韓国に対して、国際司法裁

判所への付託を提案してきましたが、韓国は拒否し続けています。 

このような状況において、竹島の領土権を確立するためには、国民世論の形成や国際社会

への情報発信が不可欠ですが、国による一層の取組強化が必要です。 

竹島問題の解決につなげていくため、国と連携して、調査・研究や広報啓発などによる、

より一層の取組を進めていく必要があります。 

 

【取組の方向】 

① 国への要望活動の実施 

国際司法裁判所への単独提訴を含めた外交交渉の新たな展開、全国各地での啓発展示

等の実施、政府による研究機関や隠岐の島町への啓発施設の設置、政府主催による「竹島

の日」式典の開催や「竹島の日」の閣議決定などへの積極的な取組を促すため、様々な機

会を捉えて関係省庁への要望活動を行います。 

② 調査・研究活動の推進 

県内外の専門家による竹島問題の歴史、両国の主張の論点に関する資料の調査・研究

を進め、竹島資料室やホームページなどを通じた情報発信を行います。 

③ 国民世論の形成 

「竹島の日」記念式典の開催による機運醸成、竹島資料室の有効活用などによる広報

啓発、次の時代を担う子どもたちへの理解を深める竹島学習を進めます。 
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２ 生活環境の保全 

⑴ 快適な居住環境づくり 
 

人口減少に対応できる公共施設の在り方を検討し、必要な老朽化対策も進めながら、

快適な居住環境をつくります。 

 

【現状と課題】 

人口減少・少子高齢化が進む中、地域の活力を維持しながら、医療・福祉・商業等の生活

機能をまちなかに確保し、高齢者や子育て世代等が安心して暮らせるよう、コンパクトなま

ちづくりを進めることが求められています。 

また、観光振興や都市の活性化のためには、島根県の特色である歴史文化や優れた景観を

活かしたまちづくりを進めることも必要です。 

コンパクトなまちづくりや歴史文化・景観を活かしたまちづくりには、地域の資源や住民

の思いを反映していくことが不可欠であり、住民と行政が協働して取り組んでいくことが重

要です。 

公園は、緑豊かな環境として、県民の健康づくりや憩いの場、交流の場を提供しており、

今後も安全で快適な利用を確保するため、遊具をはじめとする施設の適切な維持管理が必要

となっています。 

建設年代が古い県営住宅は、居住面積が狭く、設備の機能性も低いため、特に高齢者や子

育て世帯にとって住みにくい住宅であることから、建替え等により安全・安心な生活を送る

ことができるようにすることが必要です。 

 

【取組の方向】 

① 計画的な都市づくり 

コンパクトな都市構造に移行するため、市町の取組の支援及び土地利用規制の適切な

運用や誘導により、持続可能で安心して暮らせるまちづくりを進めます。 

② 魅力ある景観づくり 

地域の優れた景観の保全と創出のため、市町村、住民団体、ＮＰＯ等による景観づくり

の活動や市町村の景観行政団体への移行を支援します。 

③ 魅力ある公園づくり 

遊具をはじめとする公園施設の適切な維持管理や民間活力の導入などによる魅力ある

公園づくりを進めます。 

④ 快適な住宅の提供 

高齢者や子育て世帯の暮らしにも配慮した県営住宅の建替え整備を進めるなど、住宅

セーフティネットの確保に取り組みます。 
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⑵ 環境の保全と活用 
 

島根が誇る豊かな環境の保全と、その持続可能な活用を進め、いつまでも快適に過ご

せる社会をつくります。 

 

【現状と課題】 

温室効果ガス排出削減に取り組むことを定めた国際的な枠組みである「パリ協定」や、気

候変動対策を含む世界共通の持続可能な開発目標である「ＳＤＧs」など、地球規模での環

境問題について世界的に関心が高まっています。 

そして、国は「地域循環共生圏」の創造を提唱し、各地域それぞれの自然や環境を守りな

がら、地域資源を最大限活用した自立・分散型の共生社会をつくることにより、グローバル

な環境問題の解決を図ろうとしています。 

豊かな自然と調和した生活環境は島根の強みであり、こうした世界的な潮流を活かして、

持続可能な形でその活用を進め、いつまでも快適に過ごせる社会をつくることが求められて

います。 

そのため、地域の経済的な発展や生活水準の向上が、環境への過度の負荷をもたらすこと

がないよう、環境の保全を進め、資源の有効利用や廃棄物の適正処理による循環型社会を

構築していく必要があります。 

また、環境に配慮したライフスタイルや、再生可能エネルギーなどを活用した環境にやさ

しい産業構造の実現により、地域の魅力をさらに高めていくことが必要です。 

 

【取組の方向】 

① 生活環境の保全 

大気、公共用水域、地下水、土壌等の環境モニタリングや、事業者等への監視指導など

を行い、安全で安心な生活環境を守ります。 

② 循環型社会の推進 

３Ｒ（発生抑制、再使用、再生利用）＋Renewable（再生材利用など）と適正処理を基

本とし、県民、事業者、ＮＰＯ等の団体、行政が連携して、地域の特性を活かした資源循

環システムの構築や担い手の育成・確保などを推進します。 

③ 産業振興と県民生活の向上につながる脱炭素社会の推進 

事業者、県民が行う再生可能エネルギーの導入や省エネなど、産業振興と県民生活の

向上、地域の活性化につながる取組を推進します。 
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県民の安全安心な暮らしを守るために、防災対策を推進するとともに、食の安全をは

じめとする安全な日常生活を確保します。 
 

私たちの暮らしには、いつ起きるか分からない災害や事故など、様々な危険が潜んでいま

す。近年も豪雨、豪雪、地震などにより、県内各地に大きな被害がもたらされました。こうし

た災害から県民の生命や財産を守るために、日ごろから備えを十分にし、被害の軽減を図りま

す。 
 

日常生活における事故・事件は、社会の変化によって多様化しています。被害を未然に防ぐ

ために、防犯・交通安全等の対策が重要です。県民を守り、安全で安心して生活できる地域を

つくるための取組を進めます。 
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１ 防災対策の推進 

⑴ 災害に強い県土づくり 
 

道路防災対策、治山治水対策、土砂災害対策、海岸保全対策等により、県民の生命、

身体及び財産への被害の発生の未然防止や被害の最小化を図ります。 

 

【現状と課題】 

島根県は、豪雨や豪雪・冬季波浪・高潮による被害を受けやすく、これまで多くの、尊い

人命や貴重な財産が失われてきました。災害危険箇所の整備状況は未だに低い水準にある

ため対策を着実に推進する必要があります。 

道路防災対策は、災害の防止はもとより、災害発生時における効率的かつ円滑な救命、救

助、消防活動等を確保する観点からも進める必要があります。 

また、豪雪時における道路交通の確保に向けた取組を強化する必要があります。 

治水対策等は、昭和58年（1983年）７月豪雨をはじめとした災害などを契機に強化してい

ますが、近年、豪雨災害は頻発化・激甚化の傾向にあり、この対応が急務となっています。 

公共建築物の耐震改修は進んでいますが、民間住宅の耐震化を促進する必要があります。 

 

【取組の方向】 

① 道路防災対策 

落石等の通行危険箇所の解消や橋梁の耐震化、無電柱化等を、緊急輸送道路について優

先的に進めます。 

また、豪雪時には異常降雪を想定した行動計画（除雪タイムライン）に基づき、各関係

機関との情報共有や連携を図りながら集中除雪を行うなど、道路交通の確保に努めます。 

② 治水対策 

江の川流域などの近年に被害を受けた箇所や整備が遅れている県東部の市街地を中心

に河川改修を進めるとともに、あらゆる関係者が協働して流域全体で水災害対策を行う

「流域治水」の考え方に基づき、治水対策を進めます。 

国が管理する斐伊川・神戸川は、関係機関と連携を図りながら、残る大橋川改修と中

海・宍道湖の湖岸堤の整備を促進します。 

③ 土砂災害対策 

医療・福祉や避難活動の拠点など災害発生時の県民生活や経済活動への影響が大きい

施設等の保全を中心に、土石流・地すべり・がけ崩れに対する防災施設の整備を進めま

す。 

④ 建築物の耐震化 

公共建築物の耐震対策を引き続き進めるとともに、ホテル等、多数の人が利用する民間

の建築物や住宅の耐震化を促進するため、県民の意識啓発を図ります。 

また、木造住宅については、耐震対策のための必要な支援に取り組みます。 
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⑵ 危機管理体制の充実・強化 
 

発生が予測できないテロ事件や新興感染症などの危機に対し、迅速・的確に対処でき

るように体制を充実・強化し、県民の生命、身体及び財産の被害を最小限にします。 

 

【現状と課題】 

武力攻撃やテロ攻撃、新興感染症などの脅威から県民の生命・身体・財産を守るために

は、何かが起こってから対応を考えるのではなく、普段からの備えを万全にしておくことが

大切です。 

事案発生時には危機管理対策本部等を設置し、関係機関と情報を共有して必要な対策を

実施する体制を構築していますが、その体制を強化していく必要があります。 

武力攻撃やテロなどの国民保護事案については、様々な事態を想定し、警察、消防、自衛

隊等と連携し円滑に県民の避難誘導や救助ができるよう体制の強化が必要です。 

また、新型インフルエンザ等の新たな感染症が発生すると、広範囲かつ急速なまん延によ

り、生命や健康に重大な影響を与えるおそれがあります。令和元年（2019年）末からの新型

コロナウイルス感染症は県民生活などに大きな影響を与えたことを踏まえ、引き続き、医療

機関や関係機関との連携強化により、感染拡大の予防や速やかな医療の提供のための体制

整備が必要です。 

 

【取組の方向】 

① 危機管理体制の充実・強化 

危機管理能力や実践的対応能力の向上を図るとともに、関係機関との連携を強化し、

危機管理事案に対して迅速・的確に対処できるよう体制を強化します。 

② テロ対策等の充実・強化 

「島根県国民保護計画」に定めた関係機関との連携体制の整備や訓練などの実施によ

り、武力攻撃やテロに備えます。 

③ 感染症対策の充実・強化 

医療提供体制の確保や感染症発生動向調査の拡充を図るとともに、感染症発生時を想

定した訓練の実施により、感染拡大予防と医療提供の実効性を高めます。 
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⑶ 防災・減災対策の推進 
 

国、市町村、県民等と一体となって防災・減災対策に取り組むことにより、県民の生

命、身体及び財産への被害を最小限にします。 

 

【現状と課題】 

近年、大雨など災害の発生が頻発化・激甚化しており、また令和６年（2024年）には能登

半島で大規模な地震による被害も生じています。 

災害の発生を完全に防ぐことはできないため、発災時に県民一人ひとりが「自助」「共助」

の意識を持って適切な対応ができるよう、地域防災力を強化していくことが必要です。 

自分では避難が困難で配慮が必要な高齢者、障がい者等については、それぞれの状況に応

じたきめ細かな支援も必要です。 

また、災害が発生した場合には、被災状況を迅速に把握し、孤立地区などに対して、消

防・警察・自衛隊などの関係機関と連携して救助や救援を行えるよう、平素から必要な体制

を整備しておく必要があります。 

そして、こうした体制が確実に運用できるよう、災害時に起こりうる様々な状況を想定

し、市町村・関係機関との訓練を通じて練度を高めることが必要です。 

 

【取組の方向】 

① 地域防災力の強化 

防災に関する講演会・学習会の開催や、一人ひとりの避難計画であるマイタイムライン

の普及などを通じて、県民の防災意識の向上を図ります。 

自主防災組織・消防団等の育成、避難行動要支援者の個別避難計画の作成など、市町

村が行う地域防災力の向上の取組を支援します。 

浸水・土砂災害等の被害想定を行い、市町村のハザードマップ等の作成を支援し、発災

時には、避難情報や水防・土砂災害危険度情報の提供等により、住民の適切な避難行動を

促します。 

② 迅速な応急対策 

防災ヘリやドローンを活用した迅速な情報収集や、防災システム等による市町村との

情報共有、国等への支援要請が円滑にできるよう、平素から体制の整備を進めます。 

また、他県や関係団体等との協定等により、国や市町村等とも連携して、食料等を備

蓄・調達・輸送する体制の整備を図ります。 

③ 各種防災訓練の実施 

災害時に迅速・的確な初動対応ができるよう、防災関係機関との総合防災訓練のほか、

個別に図上訓練や情報伝達訓練等を実施し、実践的な対応力を高めます。 
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⑷ 原子力安全・防災対策の充実・強化 
 

島根原子力発電所の周辺地域住民の安全確保を最優先に、安全・防災対策に取り組み

ます。 

 

【現状と課題】 

島根県には、松江市鹿島町に中国電力の島根原子力発電所があります。 

原子炉は１号機、２号機、３号機の３機ありますが、このうち１号機は廃止措置中であ

り、２号機は国が福島第一原子力発電所事故を踏まえて定めた、新たな規制基準の適合性

審査が終了し、再稼働に向けた安全対策工事を実施中であり、３号機は原子力規制委員会

による審査が継続中です。 

２号機の再稼働については、中国電力が安全に原子力発電所を運転するよう、引き続き、

その動向を厳正にチェックしていく必要があります。 

３号機の稼働については、原子力規制委員会の審査終了後に、国から安全性や稼働の必

要性、住民の避難対策等について十分な説明を受け、県議会をはじめ、住民団体の代表も参

加する安全対策協議会、専門家である原子力安全顧問、関係自治体などの意見をよく聴き、

総合的に判断する必要があります。 

また、万が一の原子力災害に備え、避難計画をはじめとする原発の防災対策の充実を図っ

ていく必要があります。 

 

【取組の方向】 

① 原子力安全対策 

周辺地域住民の安全確保のため、島根原発の運転状況の確認、計画等に対する事前了

解、環境放射線等の測定、広報誌や講演会等による情報提供などを行います。 

② 原子力防災対策 

万が一の原子力災害に備え、原子力防災資機材の整備、原子力防災訓練の実施、原子

力災害医療体制の充実を図るなど、国、島根・鳥取両県、原発の立地市及び周辺市と連携

して避難計画の実効性向上に取り組みます。 
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２ 安全な日常生活の確保 

⑴ 食の安全・生活衛生の確保 
 

食品の生産から消費に至る一貫した安全対策及び生活衛生関係営業の衛生環境を確保

することにより、県民の安全・安心な生活を確保します。 

 

【現状と課題】 

県民が安全で快適な生活を送るためには、衣食住など生活環境の衛生の確保が不可欠で

す。 

中でも、食品は健康に直結するものであり、食品の安全・安心に対する関心が高まってい

ます。これまで、ＨＡＣＣＰ（食品等事業者が衛生管理を行う統一的な手法）に沿った衛生

管理の推進と普及に努めてきましたが、営業施設における食中毒が増加傾向にあることか

ら、より一層の普及啓発が必要です。また、魚介類の寄生虫や自然毒による食中毒などが家

庭においても発生していることから、これらの食中毒の予防対策に関する啓発を行う必要

があります。 

食品事業者による食品表示はおおむね適正に行われているものの、一部で不適正な表示

が見受けられることから、食品事業者への周知と監視・指導を徹底する必要があります。 

また、理容、美容、クリーニング、公衆浴場、旅館等の生活の衛生に関係するサービスを

提供している事業者においても、感染症などの健康被害の予防のため、衛生水準の維持・向

上が必要です。特に、公衆浴場、旅館等の入浴施設でのレジオネラ感染症の発生防止に向け

た対策を徹底する必要があります。 

加えて、身近な動物による人への危害や感染症の予防と、動物愛護の両面から、人と動物

が共生生活の調和を図ることも重要です。依然として遺棄と思われる犬猫や不適切な動物

の飼養による苦情が発生していることから、動物の適正な飼養管理が求められます。 

 

【取組の方向】 

① 食の安全の確保 

食品事業者による衛生管理を徹底し、流通・販売食品の監視、県民向けの講習会等によ

る正しい知識の普及啓発により、食品による健康被害を予防します。 

② 安全な生活衛生の確保 

公衆浴場や旅館等への監視指導等により、施設の衛生確保に取り組みます。 

③ 人と動物の共生の実現 

動物愛護思想の普及や適正飼養の啓発を図り、犬猫の殺処分数を減らすとともに、環

境被害の防止に取り組みます。  



Ⅷ 安全安心な暮らしを守る 

２ 安全な日常生活の確保 

99 

 

⑵ 安全で安心な消費生活の確保 
 

消費者が正しい情報をもとに商品・サービスの選択ができ、また、消費者がトラブル

にあった場合の相談体制が整った環境をつくります。 

 

【現状と課題】 

デジタル化の進展や経済のグローバル化を背景に、消費者の関わる取引が多様化・複雑化

しており、特にインターネットによる契約トラブルでは消費者自ら解決することが困難にな

っているほか、令和４年（2022年）４月の民法改正により成年年齢が20歳から18歳に引下げ

られたことに伴い、若者を中心として消費者被害が増加することも懸念されます。 

県民がどこに住んでいても質の高い相談・救済が受けられるためには、身近な地域におけ

る消費生活相談体制の整備が不可欠です。 

また、高齢者、障がい者、認知症の方など消費生活上、配慮を要する消費者の被害を未然

に防ぐための地域ぐるみでの見守り活動や、事業者に対する法令遵守、取引適正化の観点

からの監視・指導などによる、安全で安心な消費行動のできる環境づくりが必要です。 

他方で、持続可能な社会に向けて、節電やゴミ減量につながる選択や、フェアトレード商

品の購入など、社会・環境に配慮した「エシカル消費」の行動が消費者自身にも望まれま

す。 

消費者の求める情報が正しく得られ、消費者が正しい選択のできるような環境を整える

ことで、社会にとって不利益な商品取引等が抑制され、消費者側のニーズも満たされる社会

の実現を図っていくことが求められます。 

 

【取組の方向】 

① 消費者教育の推進 

消費者が自らの利益の擁護・増進と持続可能な社会の実現を意識して自主的かつ合理

的に行動できるよう、ライフステージに応じた消費者教育の機会を提供します。また、成

年年齢引下げに対応し、学校と連携した若年者ヘの教育をより一層推進します。 

② 消費生活相談体制の充実・強化 

県と市町村の消費生活センター等における消費生活相談体制の充実・強化を図ります。 

③ 消費者被害の未然防止・拡大防止 

消費者被害の未然防止及び拡大防止のため、情報提供や啓発、取引の適正化の指導等

の取組や、消費者被害を防ぐ地域見守りネットワークの構築推進と運営支援を行います。 
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⑶ 交通安全対策の推進 
 

交通安全県民運動や交通安全教育を推進し交通安全意識を一層高め、交通環境の整備

や交通指導取締りにより、県民を交通事故から守ります。 

 

【現状と課題】 

県内の交通事故は、近年、発生件数・死傷者数共に減少傾向にあります。 

一方、全死者数及び全重傷者数に占める高齢者の割合は、依然として高い水準で推移し

ているほか、交通事故全体が減少する中で高齢者が関与する事故の割合は増加傾向にある

など、高齢者の交通事故防止が重要な課題となっています。 

交通事故の多くは、前方不注意や安全不確認等の基本的ルールの認識の欠如により発生

しています。このため、歩行者や自転車利用者を含めた全ての道路利用者が、交通事故防止

を自らの問題として考え、交通ルールとマナーを守り、安全運転・安全行動が実践できるよ

う、交通安全意識を高めていくことが大切です。 

また、道路利用者の安全・安心を確保するため、道路の整備や改良とともに、人を優先す

る視点に立ち、あらゆる人が利用しやすいようユニバーサルデザインの考え方に基づいて歩

行空間を整備するなど、交通環境の整備が求められています。 

 

【取組の方向】 

① 交通安全対策や交通安全教育の推進 

高齢者の交通事故防止をはじめとした交通安全対策、交通安全教育を推進します。 

また、県民の交通安全意識を高めるため、歩行者や自転車利用者を含め、全県での交通

安全県民運動を関係機関・団体と協働して推進します。 

② 交通指導取締りの強化 

交通事故多発時間帯や交通事故多発路線など、地域の交通情勢に応じて、交通事故に

直結する悪質・危険性の高い飲酒運転、最高速度違反、携帯電話使用等違反、信号無視

・横断歩行者等妨害等をはじめとする交差点関連違反の取締りを強化します。 

③ 安全で快適な交通環境の実現 

市街地や住宅街などにおける生活道路対策や、学校周辺における通学路対策のほか、

事故危険箇所を重点とした道路環境の整備、道路利用者に分かりやすい交通規制を推進

します。 
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⑷ 治安対策の推進 
 

各種犯罪の検挙や、被害防止に役立つ情報発信等を推進し、県民が安全で安心して暮

らせる日本一治安の良い地域社会を実現します。 

 

【現状と課題】 

県内の刑法犯認知件数は、平成15年（2003年）のピーク時の9,217件から約５分の１の水

準まで減少するなど治安情勢に一定の改善がみられます。 

一方、特殊詐欺やＳＮＳを利用した詐欺被害が拡大しているとともに、サイバー空間が県

民生活や経済活動に不可欠な社会基盤となる中、サイバー犯罪や行政機関・民間事業者を

狙ったサイバー攻撃等、サイバー空間における脅威が深刻化しています。 

さらに、暴力団員等の数は減少しているものの、ＳＮＳなどで緩やかに結びつく匿名流動

型犯罪グループなど新たな犯罪組織が暗躍しています。 

また、子どもや女性を狙った性犯罪等の前兆とみられる声掛け・つきまとい等事案や

ＤＶ・ストーカー、児童虐待等の県民の生命を脅かす人身安全関連事案が高水準で推移し

ています。 

少子高齢化の進展等社会構造の変化に対応し、今後も安全で安心な県民生活を確保する

ため、防犯ボランティア等との連携を一層強化するなど、地域全体で子ども・女性・高齢者

をはじめとする県民の安全を守るための各種対策に取り組む必要があります。 

複雑多様化する犯罪や新たな脅威に対する対処能力を強化するため、治安基盤の整備が

求められています。 

 

【取組の方向】 

① 犯罪抑止対策の推進 

街頭活動の強化、ＳＮＳを利用した詐欺やサイバー犯罪等の被害防止に資する情報の

迅速・効果的な発信、被害者の安全確保を最優先にした人身安全関連事案の対策など、子

ども・女性・高齢者をはじめとする県民の安全を守るための取組を推進します。 

② 犯罪検挙対策の推進 

凶悪犯罪発生時の迅速・的確な初動捜査、綿密な現場鑑識活動、情報分析システムの効

果的活用等、検挙に向けた取組を徹底します。 

また、検挙のために他県警察との連携を緊密にし、捜査用資機材を効果的に活用するな

ど、特殊詐欺やＳＮＳを利用した詐欺、サイバー犯罪、人身安全関連事案等に対する対処

能力の強化を図ります。 

③ 犯罪のない安全で安心なまちづくり 

関係機関・団体と連携し、防犯ボランティア、事業者による自主防犯活動の活性化を図

り、子ども・女性の見守り活動や街頭防犯カメラの設置等、防犯環境の整備を促進しま

す。 
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目指す将来像を

実現するために

国に求める対策 

 
 

 

第２期計画で引き続き掲げる長期の目標（合計特殊出生率 2.07、人口の社会移動

の均衡）の達成のためには、若者が結婚や出産、子育ての選択をためらう原因とな

っている将来不安を解消することや、若者の都市部への転出につながっている都市

と地方の格差を是正することが必要です。 

こうした一地方で解決することができない日本社会、日本経済全体の課題への対

策を国に求めていくことも、目指す将来像を実現するために欠かせません。 

 

国に求める対策

解決すべき課題 国に求める対策

Ａ－１　実質賃金減少による若者の将来不安の解消
　～「物価上昇を抑える」ことによる解決～

①　県民生活や県内事業者の経営に深刻
　な影響を与える為替水準の是正

Ａ－２　実質賃金の減少による若者の将来不安の解消
　～「物価上昇に負けない賃上げ」による解決～

Ｂ－１　若者の転出につながる大都市と地方
　の実質賃金の格差の是正

Ｂ－２　東京一極集中の是正
③　税制の見直しなど、大胆で戦略的な
　政策による東京一極集中の是正

国に対策を求める趣旨

Ａ　合計特殊出生率を
　引き上げるために

 　 合計特殊出生率
　 2.07達成に向けて

②　物価上昇等によるコスト上昇分を
　価格転嫁できる取引環境の整備

Ｂ　人口の社会減を
　減らすために

 　人口の社会移動
　　均衡に向けて
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Ａ 合計特殊出生率を引き上げるために 

Ａ－１ 実質賃金の減少による若者の将来不安の解消 
～「物価上昇を抑える」ことによる解決～ 

 

〔国に求める対策〕 

① 県民生活や県内事業者の経営に深刻な影響を与える為替水準の是正 

 

【現状と課題】 

平成20年代後半以降、１ドル110円前後で推移してきた為替相場は、令和４年（2022年）

春頃から急速に円安が進み、令和５年（2023年）秋には150円、令和６年（2024年）夏には、

160円の水準となりました。 

ロシアのウクライナ侵攻（令和４年（2022年）２月）を機に始まった物価・エネルギー価

格の高騰は、円安により一層進み、令和２年（2020年）を100とした令和５年（2023年）の

全国の消費者物価指数（生鮮食品を除く総合）は前年比3.1％上昇の105.2となり、41年ぶり

の高い伸び率となりました。 

また、この急激な物価高騰により実質賃金が減少し、令和２年（2020年）を100とした令

和５年（2023年）の全国の実質賃金指数（現金給与総額）は、97.1となりました。 

こうした状況の中、令和５年（2023年）の全国の婚姻数は前年の50.5万組から３万組（6.0％）

減の47.5万組、出生数は前年の77.1万人から4.3万人（5.6％）減の72.7万人となり、合計特

殊出生率は全ての都道府県において前年より低下し、過去最低の1.20となりました。 

島根県においても令和５年（2023年）の婚姻数は前年比3.3％減の2,095組、出生数は前年

比9.7％減の3,759人と、それぞれ大きく減少し、合計特殊出生率は前年より0.11ポイント低

い1.46となりました。 

令和６年（2024年）６月に実施した県民意識調査において、「独身の方の結婚をためらわ

せる理由（複数回答）」について、「結婚後の生活資金」と回答された方が56.6％と最も多

く、「理想的な子どもの数より実際の子どもの数が少ない理由（複数回答）」について、「子

育てや教育にお金がかかりすぎるから」と回答された方が39.8％と最も多かったことから

も、物価高騰や実質賃金の減少は、若者の将来不安を増加させ、結婚や出産、子育ての選択

をためらわせているものと考えられます。また、全都道府県で出生率が低下していることな

どからすると、こうした状況は全国で同様に起こっているものと考えられます。 

行き過ぎた円安による急激な物価高騰は、食料品をはじめとした生活必需品の大幅な値

上げから、県民の生活や若者の将来設計に悪影響を及ぼしているのみならず、事業者のコス

ト増及び利益の減少を招き、十分な賃上げを妨げる要因ともなっています。 

現在は、行き過ぎた円安の局面ですが、逆に行き過ぎた円高の局面では別の影響が生じる

ものと見込まれます。 

 

【取組の方向】 

行き過ぎた円安など、県民生活や県内事業者の経営に深刻な影響を与える為替水準につ

いては、国に対して、金融・為替政策を通じた是正を求めていきます。  

下線部は新規箇所 
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Ａ 合計特殊出生率を引き上げるために 

Ａ－２ 実質賃金の減少による若者の将来不安の解消 
～「物価上昇に負けない賃上げ」による解決～ 

Ｂ 人口の社会減を減らすために 

Ｂ－１ 若者の転出につながる大都市と地方の実質賃金の格差の是正 
 

〔国に求める対策〕 

② 物価上昇等によるコスト上昇分を価格転嫁できる取引環境の整備 

 

【現状と課題】 

令和２年（2020年）を100とした令和５年（2023年）の実質賃金指数（現金給与総額）は、

東京都が99.2であるのに対して島根県は96.3であり、その減少幅は、大都市より地方の方が

大きく、格差が広がっています。 

これは、実質賃金に影響を与える２つの要素のうち消費者物価指数（生鮮食品を除く総

合）は、東京都の105.0に対して島根県が105.1と大差がない中で、もう１つの要素である名

目賃金について、大都市では、好業績を上げている大企業を中心に物価の高騰に対応する

賃上げが実施されているのに対し、地方に多い中小企業では、取引先に対する立場が弱いこ

となどから、コスト上昇分の価格転嫁が十分にできず、十分な賃上げが実施されていないこ

とによるものです。 

十分な賃上げができず、実質賃金が減少することは、若者の将来不安を増加させ、結婚や

出産、子育ての選択をためらわせるのみならず、大都市との格差から、若者の大都市への転

出に拍車をかけることにもなっています。 

 

【取組の方向】 

地方に多い中小企業が物価上昇に負けない賃上げを行う前提としてコスト上昇分を価格

転嫁できるよう、大企業との対等な取引環境を整備することが必要です。 

この実現のため、国に対して、発注企業に対する働きかけや立入調査等の取締体制の強

化、さらには、下請代金支払遅延等防止法や独占禁止法といった法律に基づく措置や行政

指導など、実効性のあるあらゆる手段を講じることを求めていきます。 

  

下線部は新規箇所 
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Ｂ 人口の社会減を減らすために 

Ｂ－２ 東京一極集中の是正 
 

〔国に求める対策〕 

③ 税制の見直しなど、大胆で戦略的な政策による東京一極集中の是正 

 

【現状と課題】 

令和５年（2023年）の東京圏（東京都、神奈川県、千葉県、埼玉県）の転入超過数は、前

年より２万人増の11.5万人であり、転入者の大半は大学などへの進学や就職を契機とした

10代後半、20代の若者が占めています。 

また、東京圏に住む20代、30代の女性は、日本全体の３分の１を占めています。 

令和５年（2023年）の東京都の合計特殊出生率は全国最下位の0.99であり、その他の３県

は、いずれも全国順位40位台となっています。 

大企業や大学が集中していることや、地方との賃金格差などを背景とした東京圏への人

口一極集中は、地方からの人口流出という地方の社会減を引き起こしているのみならず、東

京圏の出生率の低さから、日本全体の出生数減にもつながっています。 

大都市から地方に人口を分散させることは、地方の人口が増えることで過疎問題の縮小

につながるとともに、大都市住民にとっても、大都市の過密を緩和し生活環境が向上するプ

ラスの政策です。さらに、若者が出生率の低い大都市から出生率の高い地方に移動すること

は、全国の出生数の増加につながるなど、日本全体にとってメリットのある政策です。 

 

【取組の方向】 

東京一極集中を是正し、地方の人口を維持するためには、雇用を大規模に地方に分散さ

せる必要があります。 

この実現のため、国に対して、税制の見直しなど大胆で戦略的な政策を求めていきます。 

 

下線部は新規箇所 
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